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11.使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止に係る対処

(１ ) 事故の特徴

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設では，燃料貯蔵プー

ル（ＢＷＲ燃料用）（１基：1,000ｔ・ＵＰ ｒ），燃料貯蔵プ

ール（ＰＷＲ燃料用）（１基：1,000ｔ・ＵＰ ｒ）及び燃料貯

蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）（１基：1,000ｔ・

Ｕ Ｐ ｒ ）の合計３基の燃料貯蔵プールを設置している。この

他に，原子力発電所から受け入れた使用済燃料を仮置きする

燃料仮置きピット（２基：約35ｔ・Ｕ Ｐ ｒ ／基）及び前処理

建屋へ使用済燃料を送り出すための燃料送出しピット（１

基： 大約28ｔ・Ｕ Ｐ ｒ ）を設置している（これらを総称し

て，以下11．では「燃料貯蔵プール等」という。）。これら

の燃料貯蔵プール等では，合計で 大3,000ｔ・ＵＰ ｒの使用

済燃料を貯蔵することができる。燃料貯蔵プール等は燃料移

送水路を介して全て連結された状態で使用済燃料の取扱い

を行う。また，万一，燃料貯蔵プール等に異常が発生した場

合に備え，燃料仮置きピットを隔離するためのピットゲート

及び燃料貯蔵プールを隔離するためのプールゲートを設置

しているが，通常運転時は使用しない。 

 また，燃料貯蔵プール等の使用済燃料は，同位体組成管理

により相互間隔を適切に維持したラック又はバスケット（以

下11．では「ラック等」という）へ収納することにより未臨

界を維持している。 

 燃料貯蔵プール等には，使用済燃料が有する崩壊熱を除去

し，燃料貯蔵プール等の水の沸騰を防止するために，使用済
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燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の

使用済燃料貯蔵設備のプール水浄化・冷却設備のプール水冷

却系（以下11.では「プール水冷却系」という。）及びその

他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系（使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）（以下11.では「安全

冷却水系」という。）を設置している。また，自然蒸発によ

る燃料貯蔵プール等の水位低下に対して，遮蔽水位を維持す

るために使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃

料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の補給水設備（以下11.

では「補給水設備」という。）を設置している。使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の系統概要図について，第11－１

図に示す。 

 

 ａ．想定事故１の特徴 

   プール水冷却系又は安全冷却水系の冷却機能の喪失した

場合，使用済燃料が有する崩壊熱により燃料貯蔵プール等の

水の温度が上昇し，これが継続すると燃料貯蔵プール等の水

の沸騰に至る。この状態において，補給水設備による燃料貯

蔵プール等への注水ができない場合には，燃料貯蔵プール等

の水位が低下することで遮蔽機能が低下し，放射線量が増加

する。燃料貯蔵プール等の注水機能喪失が継続すると，やが

て使用済燃料の有効長頂部が露出し，使用済燃料の損傷に至

る。 

   冷却機能及び注水機能の喪失による使用済燃料の損傷は，

使用済燃料を仮置き又は貯蔵する燃料貯蔵プール等で発生
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する。発生を想定する設備を第11－１表に示す。 

   想定事故１における燃料貯蔵プール等の沸騰に至るまで

の時間は， も短い燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）で約39

時間である。 

 

 ｂ．想定事故２の特徴 

   燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破

断によるサイフォン効果等及び地震によるスロッシングに

より燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいが発生し，燃料

貯蔵プール等の水位が低下する。この状態において，プール

水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の

注水機能が喪失している場合は，使用済燃料が有する崩壊熱

により燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，これが継続す

ると燃料貯蔵プール等の水の沸騰に至る。また，蒸発により

燃料貯蔵プール等の水位が低下することで遮蔽機能が低下

し，放射線量が増加する。この状態が継続すると，やがて使

用済燃料の有効長頂部が露出し，使用済燃料の損傷に至る。 

   小規模な漏えい並びに冷却機能及び注水機能の喪失によ

る使用済燃料の損傷は，使用済燃料を仮置き又は貯蔵する燃

料貯蔵プール等で発生する。発生を想定する設備を第11－１

表に示す。 

   想定事故２における燃料貯蔵プール等の沸騰に至るまで

の時間は， も短い燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）で約35

時間である。 
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 (２ ) 想定事故１及び想定事故２への対処の基本方針 

   想定事故１及び想定事故２への対処として，再処理施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則の第二十八条及び第

三十八条第１項に規定される要求を満足する燃料損傷防止

対策を整備する。 

   蒸発により燃料貯蔵プール等の水が減少し，水位が低下す

ることによる遮蔽機能の低下，及び使用済燃料の露出により

損傷に至ることから，これらを防止するため，燃料貯蔵プー

ル等に注水し，水位を維持する。以下，この対策を燃料損傷

防止対策という。対策の概要図を第11－２図に示す。 
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11.1 想定事故１の燃料損傷防止対策 

11.1.1 想定事故１の燃料損傷防止対策の具体的対策 

  燃料貯蔵プール等のプール水冷却系の冷却機能，安全冷却水

系の冷却機能及び補給水設備の注水機能の喪失した場合には，

可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホ

ース，弁等を敷設し，これらを接続することで，第１貯水槽又

は第２貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供給するための経

路を構築する。  

  また，燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備を準備

する。監視設備を設置するまでの間，燃料貯蔵プール等の状態

監視は，実施組織要員により携行型の監視設備にて行う。また，

水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇し

た場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プール等の状態

監視を継続して実施するため，空冷設備を設置する。 

燃料貯蔵プール等の水位は通常水位（プール底面から 11.50

ｍ）を目安に注水し，通常水位到達後は，燃料貯蔵プール等の

水位を一定範囲に維持するよう，可搬型中型移送ポンプの間欠

運転へ切り替え又は注水流量の調整により通常水位を目安に

水位を維持する。 

想定事故１の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概

要図を第 11－２図に，重大事故等への対処の手順の概要を第

11.1.1－１図に示す。また，重大事故等への対処における手順

と設備の関係を第 11.1.1－１表に，必要な実施組織要員及び

作業項目を第 11.1.1－２図及び 11.1.1－３図に示す。対処に

必要な設備を第 11.1.1－２表に示す。 
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 ａ．燃料損傷防止対策の実施判断 

   降灰予報が発表された場合，燃料貯蔵プール等の冷却機能

及び注水機能の喪失が確認された場合，又は外部電源が喪失

し，非常用ディーゼル発電機が運転できない場合，燃料貯蔵

プール等への注水を判断し，ｂ．へ移行する。 

 ｂ．建屋外の水供給経路の構築 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するために，可搬

型中型移送ポンプ運搬車により可搬型中型移送ポンプを第

１貯水槽又は第２貯水槽近傍へ設置し，可搬型建屋外ホース

及び可搬型中型移送ポンプを接続し，第１貯水槽又は第２貯

水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ水を供給するための

経路を構築する。なお，降灰により可搬型中型移送ポンプが

機能喪失するおそれがある場合には，可搬型中型移送ポンプ

を保管庫内に配置する。  

 ｃ．燃料損傷防止対策の準備 

   燃料貯蔵プール等の状態監視は安全系監視制御盤で実施

するが，全交流動力電源が喪失している場合には，燃料貯蔵

プール等の状態監視のため，代替監視設備及び可搬型発電機

を準備する。代替監視設備及び可搬型発電機を設置するまで

の間，燃料貯蔵プール等の状態について携行型の代替監視設

備にて実施組織要員による監視を行う。 

【補足説明資料 11－ 10】  

   また，運搬車により可搬型建屋内ホースを運搬し，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可
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搬型建屋外ホースと接続し，第１貯水槽又は第２貯水槽から

燃料貯蔵プール等に注水するための系統を構築する。  

   なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温

度が上昇した場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プ

ール等の状態監視が継続できるよう，代替監視設備を冷却す

るための空冷設備を設置する。 

 ｄ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施判断 

   燃料貯蔵プール等への注水準備が完了したこと及び燃料

貯蔵プール等の水位低下を確認後，燃料貯蔵プール等への注

水の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

 ｅ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施 

   可搬型中型移送ポンプにより第１貯水槽又は第２貯水槽

から燃料貯蔵プール等へ注水する。注水流量は，可搬型代替

注水設備流量計及び可搬型建屋外ホースに設置している流

量調節弁より調整する。燃料貯蔵プール等へ注水時に必要な

監視項目は，注水流量及び燃料貯蔵プール等の水位である。 

   燃料貯蔵プール等への注水は燃料貯蔵プール等の通常水

位である燃料貯蔵プール底面から 11.50ｍを目安に注水し，

目標水位到達後は使用済燃料貯槽プール等の水位を一定範

囲に維持するよう，可搬型中型移送ポンプの間欠運転へ切り

替え又は注水流量を調整する。 

 ｆ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の成功判断 

9



 

   燃料貯蔵プール等の水位が通常水位程度であることを確

認することにより，燃料貯蔵プール等への注水によるプール

水位が回復・維持されていることを判断する。 

 ｇ．代替監視設備及び空冷設備の設置 

   代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動して代替

監視設備の起動状態を確認する。 

   また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニット空気圧

縮機を起動して，空冷設備により冷却空気が供給されている

ことを確認する。 
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11.1.2 想定事故１の燃料損傷防止対策の有効性評価 

11.1.2.1 有効性評価 

 (１ ) 代表事例 

   燃料貯蔵プール等における設計上定める条件より厳しい

条件は，設計上定める条件より厳しい条件における外的事象

の「地震」及び「火山」，設計上定める条件より厳しい条件

における内的事象の「配管漏えい」及び「長時間の全交流動

力電源の喪失」である。 

   これらの条件において，プール水冷却系及び安全冷却水系

の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失，重大事故等

への対処の種類及び重大事故等への対処時の想定される作

業環境の苛酷さを考慮すると，概ね「地震」を条件とした場

合が厳しい結果を与える。ただし，「地震」を条件とした場

合は同時にスロッシング及びサイフォン効果等による小規

模な漏えいが発生し「プール水の保持機能」も喪失すること

を踏まえ，想定事故１では地震の次に厳しい条件となる「火

山」，想定事故２では「地震」を代表として有効性評価を実

施する。 

 

 (２ ) 代表事例の選定理由 

 ａ．プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水

設備の注水機能の喪失の範囲 

   冷却機能及び注水機能の喪失による想定事故１の発生原

因は，「３．設計上定める条件より厳しい条件の設定及び重

大事故の想定箇所の特定」において，フォールトツリー分析
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により明らかにした。燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水

機能の喪失を頂上事象とした場合のフォールトツリーを第

11.1.2.1－１図に示す。また，プール水冷却系，安全冷却水

系及び補給水設備の系統概要図を第11－１図に示す。 

   フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，「地

震」においてプール水冷却系、安全冷却水系及び補給水設備

のポンプ等の動的機器の直接的な機能喪失及び電源喪失に

よる間接的な機能喪失により，燃料貯蔵プール等において同

時に「崩壊熱除去機能」が喪失することに加え，プール水冷

却系配管の破断によるサイフォン効果等により小規模な漏

えいが発生するとともに，地震によるスロッシングにより燃

料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいが発生し，燃料貯蔵プ

ール等において同時に「プール水の保持機能」が喪失する。

これらと事故の特徴を踏まえ，想定事故１は燃料貯蔵プール

の水面が揺動しない事故、想定事故２は燃料貯蔵プールの水

面が揺動をする事故と整理し、地震によるスロッシングを考

慮して想定事故２として発生を想定する。 

   「火山」の場合は，冷却塔の動的機器の直接的な機能喪失

及び電源喪失によるプール水冷却系、安全冷却水系及び補給

水設備のポンプ等の動的機器の間接的な機能喪失により「崩

壊熱除去機能」の喪失が燃料貯蔵プール等において同時に発

生する。その結果、想定事故１の発生が想定される。 

   「配管漏えい」の場合には，プール水冷却系配管の破断に

よるサイフォン効果等により，燃料貯蔵プール等の水の漏え

いが燃料貯蔵プール等において同時に発生する。このとき，
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さらに厳しい条件として補給水設備の動的機器の多重故障

を想定した場合，「崩壊熱除去機能」の喪失が燃料貯蔵プー

ル等において同時に発生する。その結果，想定事故２の発生

が想定される。 

   「長時間の全交流動力電源の喪失」の場合は，電源喪失に

よるプール水冷却系、安全冷却水系及び補給水設備のポンプ

等の動的機器の間接的な機能喪失により，燃料貯蔵プール等

に置いて同時に「崩壊熱除去機能」が喪失する。その結果、

想定事故１の発生が想定される。 

   外的事象の火山において発生する機能喪失は，冷却塔の動

的機器の直接的な機能喪失を含むこと，及び環境条件の悪化

も伴うことから，重大事故等への対処は厳しくなる。このた

め，想定事故１の有効性評価で代表とする要因は，外的事象

の火山とする。 

   外的事象の地震において発生する機能喪失は，プール水冷

却系配管の破断に加えて，プール水冷却系，安全冷却水系及

び補給水設備のポンプ等の動的機器の直接的な機能喪失，ス

ロッシングによる水位低下が生じること，及び全交流動力電

源喪失が同時に発生するため，喪失する機器が多く，その範

囲も広い。また，地震は，環境条件の悪化も伴うことから，

重大事故等対策としては厳しくなる。このため，想定事故２

の有効性評価で代表とする要因は，外的事象の地震とする。 

 

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，冷却塔，プール水冷却系のポンプ，安
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全冷却水系の冷却水循環ポンプ，補給水設備のポンプ等の動

的機器及び動的機器を起動させるために必要な電気設備等，

多岐の設備故障に対応でき，かつ，複数の設備故障が発生し

た場合においても対処が可能となるような対策を選定して

いる。 

   重 大 事 故 等 対 策 が カ バ ー す る 機 能 喪 失 の 範 囲 は ， 第

11.1.2.1－１図のフォールトツリーに示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，「地震」及び「火山」を含む

全ての設計上定める条件より厳しい条件で想定される機能

喪失をカバーできており，重大事故等への対処の種類の観点

から，「地震」及び「火山」以外の条件に着目する必要性は

ない。 

 

 ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 

   重大事故等への対処時の環境条件に着目すると「地震」を

条件とした場合には，基準地震動を1.2倍にした地震動を考

慮する設計とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動

的な機能の喪失が想定されることから，建屋内では，溢水，

化学薬品漏えい及び内部火災のハザードが発生する可能性

があり，また，全交流動力電源の喪失により換気空調が停止

し，照明が喪失する。一方，建屋外では，不等沈下及び屋外

構築物の倒壊による環境悪化が想定される。 

   「火山」を条件とした場合には，建屋内では，全交流動力

電源の喪失に伴う換気空調の停止及び照明の喪失が発生す

るものの，「地震」の場合のように溢水，化学薬品漏えい及

14



 

び内部火災のハザードの発生は想定されない。一方，建屋外

では，降灰による環境悪化が想定される。 

   「配管漏えい」を条件とし，さらに厳しい条件として補給

水設備の多重故障を想定した場合では，建屋内の換気空調の

停止及び照明は健全であり，「地震」の場合のように溢水，

化学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定され

ず，建屋外の環境条件が悪化することはない。 

   「長時間の全交流動力電源の喪失」を条件とした場合には，

建屋内の換気空調の停止及び照明の喪失が発生するものの，

「地震」の場合のように溢水，化学薬品漏えい及び内部火災

のハザードの発生は想定されず，建屋外の環境条件が悪化す

ることはない。 

   以上より，「地震」が建屋内外の作業環境を も悪化させ

る可能性があるものの，建屋外の環境条件では，「地震」及

び「火山」において想定される環境悪化要因の特徴が異なる。

しかしながら，想定事故１は「火山」，想定事故２は「地震」

を代表事例としており，これらの対処内容や対処設備に違い

はなく，想定事故１及び想定事故２の有効性評価を行うこと

で，想定される環境悪化要因の特徴が異なることの対処の有

効性を確認できる。 

 

 (３ ) 有効性評価の考え方 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰により蒸発して水位低下に

至った場合に，燃料貯蔵プール等への注水を開始し，水位を

一定範囲に維持できることを確認するため，燃料貯蔵プール
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等の水位及び水温の推移を評価する。これらの評価は，水の

比熱等を用いた簡便な計算により，燃料貯蔵プール等におけ

る全ての使用済燃料の燃料有効長頂部を冠水できる水位（通

常水位－7.4ｍ）を確保できること及び１作業あたりの被ば

く線量の目安である 10ｍＳｖを確保するために必要な放射

線の遮蔽を維持できる水位（通常水位－5.0ｍ）を確保でき

ることを評価する。また，未臨界を維持できることを評価す

る。 

   燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移を評価するため，

沸騰時間を評価する。評価条件を第11.1.2.1－１表に示す。 

 

 (４ ) 有効性評価の評価単位 

   燃料貯蔵プール等には，3,000ｔ・ＵＰ ｒの使用済燃料が燃

料貯蔵プール等において様々な組合せで仮置き及び貯蔵さ

れるものの，燃料貯蔵プールに対して、燃料仮置きピット及

び燃料送出しピットは保有水量に対する使用済燃料の仮置

き体数の絶対量が小さいことを考慮し、沸騰時間が厳しく算

出されるように、3,000ｔ・ＵＰ ｒの使用済燃料を燃料貯蔵プ

ールへ配置するとともに、崩壊熱量が大きい冷却期間４年の

ＰＷＲ燃料600ｔ・Ｕ Ｐ ｒ 及び冷却期間12年のＰＷＲ燃料400

ｔ・Ｕ Ｐ ｒ を燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）へ配置し，そ

の他の燃料貯蔵プールには冷却期間 12年の使用済燃料を配

置した状態において， も沸騰時間が短くなる燃料貯蔵プー

ルの沸騰時間を代表して有効性評価を実施する。 

   有効性評価の評価単位は，想定事故２でも同様である。 
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 (５ ) 機能喪失の条件 

   代表事例の選定理由で示したとおり，冷却塔の動的機器の

機能喪失並びに外部電源を含めた全交流動力電源の喪失に

よるプール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備のポンプ

等の機能喪失を想定する。このため，追加での機能喪失は想

定しない。 

 

 (６ ) 機器の条件 

   想 定 事 故 １ へ の 燃 料 損 傷 防 止 対 策 に 使 用 す る 機 器 を 第

11.1.1－２表に示す。また，主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

   可搬型中型移送ポンプは，１台当たり240ｍ ３ ／ｈの容量

を有し，想定事故１において燃料貯蔵プール等への注水に１

台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必要

な水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量である約 10

ｍ３／ｈを上回る， 大約160ｍ３／ｈを供給できるものとし

て，有効性を評価する。 

 

 ｂ．燃料貯蔵プール等の初期水温 

   運転上許容されるプール水冷却系１系列運転時の 高温

度である65℃とする。 

 

 ｃ．燃料貯蔵プール等の初期水位 

   燃料貯蔵プール等の初期水位は，管理上の水位の変動範囲
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でも厳しい水位低警報設定値である、通常水位－0.05ｍとす

る。 

 

 ｄ．燃料貯蔵プール等の貯蔵容量及び崩壊熱量 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋において貯蔵する使用済燃料

は 大貯蔵量を3,000ｔ・ＵＰ ｒとし，燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）については，崩壊熱量が大きい冷却期間４年のＰ

ＷＲ燃料を 大量600ｔ・ＵＰ ｒ及び冷却期間12年のＰＷＲ燃

料を400ｔ・ＵＰ ｒ貯蔵した場合の値を，燃料貯蔵プール（Ｂ

ＷＲ燃料用）については，冷却期間12年のＢＷＲ燃料を1,000

ｔ・Ｕ Ｐ ｒ 貯蔵した場合の値を，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料及びＰＷＲ燃料用）については，冷却期間12年のＰＷＲ燃

料及びＢＷＲ燃料をそれぞれ500ｔ・ＵＰ ｒ貯蔵した場合の値

を設定する。このときの燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷ

Ｒ燃料及びＰＷＲ燃料用）の崩壊熱量は，それぞれ2,450ｋ

Ｗ，1,490ｋＷ及び1,480ｋＷとする。 

   なお，燃料仮置きピットに使用済燃料が仮置きされる場合，

原子力発電所から受け入れた使用済燃料の仮置きを想定す

るため，冷却期間が４年のＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料が仮置

きされることとなるが，その量は燃料貯蔵プールに対して十

分小さく，保有水量を考慮しても，沸騰時間が燃料貯蔵プー

ルより短くなることはない。また，燃料送出しピットに使用

済燃料が仮置きされている場合，前処理建屋でせん断を実施

する前の使用済燃料の仮置きを想定するため，冷却期間が15
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年のＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料が仮置きされることとなる

が，その量は燃料貯蔵プールに対して十分小さく，また，冷

却期間が長いため崩壊熱量は十分小さい。このため，保有水

量を考慮しても沸騰までの時間が燃料貯蔵プールより短く

なることはない。 

さらに，冷却期間４年のＢＷＲ燃料とＰＷＲ燃料を比較し

た場合，ＰＷＲ燃料の崩壊熱量の方が大きくなり，各燃料貯

蔵プールの保有水量を考慮しても，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ

燃料用）へ冷却期間４年のＰＷＲ燃料を配置することで，沸

騰時間が も短くなり，安全側の評価となる。 

【補足説明資料11－４】 

【補足説明資料11－８】 

 

 ｅ．燃料貯蔵プール等からの水位低下量及び保有水量 

   燃料貯蔵プール等からの水位低下量は，崩壊熱量及び水の

蒸発潜熱により算出される。水位低下の評価においては，通

常運転時の運用を踏まえ，燃料貯蔵プール等が連結されてい

るものとするが，燃料貯蔵プール等の水の沸騰までの時間に

おいては，個別の燃料貯蔵プールの保有水量のみを考慮し，

燃料貯蔵プール間の熱の移動がないものとして，保守的に温

度評価を行うこととし，燃料貯蔵プールからの放熱を考慮し

ない断熱評価とする。このときの燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃

料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プー

ル（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の保有水量は，それぞれ

約2,453ｍ３，約2,392ｍ３及び約2,457ｍ３とする。また，沸
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騰後の燃料貯蔵プール等からの蒸発量は約 10ｍ ３ ／ｈとす

る。 

 

 ｆ．燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に至るまでの時間 

   上記ｄ．及びｅ．より，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷ

Ｒ燃料及びＰＷＲ燃料用）の水の温度が100℃に至るまでの

時間は，それぞれ事象発生後約 39時間，約 63時間及び約 65

時間とする。 

【補足説明資料11－８】 

 

 (７ ) 操作の条件 

   燃料貯蔵プール等への代替補給水設備（注水）による注水

は，燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前までの時間である約39

時間に対して，他建屋における蒸発乾固及び水素爆発が同時

に発生した場合における重大事故等の対処の優先順位を考

慮し，21時間30分後までに注水を開始するものとし，通常水

位（プール底面から11.50ｍ）を目安に，間欠的に又は流量

を調整しながら注水することで水位を維持するものとする。

想 定 事 故 １ の 作 業 と 所 要 時 間 を 第 11.1.1 － ２ 図 及 び 第

11.1.1－３図に示す。 

 

 (８ ) 判断基準 

   想定事故１の燃料損傷防止対策の有効性評価の判断基準

は以下のとおりとする。 
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 燃料有効長頂部を冠水できる水位（通常水位－7.4ｍ）を

確保できること及び放射線を遮蔽できる水位（通常水位－

5.0ｍ）※ １を確保できること。また，未臨界を維持できるこ

と。 

※１：重大事故時の対処においては，作業時における被ば

く線量として，１作業当たり10ｍＳｖを目安として管

理することとしている。燃料損傷防止対策の対処にお

いては，１作業当たり１時間30分とし作業を実施する

計画である。 

このため，作業時において放射線の遮蔽が維持される

水位の設定では， 6.7ｍＳｖ／ｈ（＝ 10ｍＳｖ／ 1.5

ｈ）の被ばくを想定し，このときの水位として通常水

位から約5.0ｍ下の位置としている。 

【補足説明資料11－７】
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11.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１ ) 燃料損傷防止対策 

   燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し始め，沸騰に至る前

までに代替補給水設備（注水）にて燃料貯蔵プール等への注

水を開始する。燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵

プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及

びＰＷＲ燃料用）の水の温度が100℃に到達する時間は，そ

れぞれ事象発生後約39時間，約63時間及び約65時間である。

これに対し，可搬型中型移送ポンプによる燃料貯蔵プール等

への注水は，燃料貯蔵プール等のプール水冷却系若しくは安

全冷却水系の冷却機能及び補給水設備の注水機能の喪失か

ら53名にて21時間30分後には注水が開始可能であり，放射線

を遮蔽できる水位（通常水位－5.0ｍ）に至る前までに代替

補給水設備（注水）による注水が可能である。 

   また，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の崩壊熱による燃

料貯蔵プール等からの水の蒸発量である約 10ｍ ３ ／ｈを上

回る 大約160ｍ ３ ／ｈの容量の可搬型中型移送ポンプによ

る代替補給水設備（注水）を配備していることから，通常水

位を目安に間欠的に又は流量を調整しながら注水すること

で，燃料貯蔵プール等の水位を維持することができる。 

   なお，燃料仮置きピットＡ，燃料仮置きピットＢ及び燃料

送出しピットの水の温度が100℃に到達する時間は，燃料貯

蔵プールに対する崩壊熱量が小さく，保有水量を考慮しても

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）
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よりも沸騰までの時間はさらに長くなる。

使用済燃料は燃料貯蔵プール等のステンレス鋼製のラッ

ク等に仮置き・貯蔵されており，未臨界性の維持については，

燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，沸騰により水密度が

低下した場合においても，必要な燃料間距離を確保できるこ

とから，燃料貯蔵プール等の未臨界を維持できる。 

【補足説明資料11－９】

 想定事故１における燃料貯蔵プール等の水位及び温度の

推移を第11.1.2.2－１図及び第11.1.2.2－２図に示す。また，

水位と線量率の関係について第11.1.2.2－３図に示す。 

(２ ) 不確かさの影響評価 

ａ．事象，事故条件及び機器条件の不確かさの影響

(ａ ) 想定事象の違い 

 内的事象で発生する長時間の全交流動力電源による想定

事故１の場合，初動対応での状況確認やアクセスルート確保

等の作業において，火山を要因とした場合と比較して早い段

階で重大事故等対策に着手できるため，対処の時間余裕が大

きくなることから，判断基準を満足することに変わりはない。 

(ｂ ) 初期水温が与える影響

 初期水温は想定される 大値を設定しているが，現実的な

条件とした場合には，初期水温はこれよりも小さい値となり，

燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に到達するまでの時間

は長くなる。このため，燃料貯蔵プール等の水が100℃に到
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達する前に注水が可能であり，水位低下量は変わらないため，

対処の時間余裕が大きくなることから，想定事故１の有効性

評価の結果に与える影響はなく，判断基準を満足することに

変わりはない。 

 

 (ｃ ) 初期水位が与える影響 

   初期水位として設定している水位低警報レベル（通常水位

－0.05ｍ）ではなく，通常水位を用いた場合，水位が高い側

への変動となることから，燃料貯蔵プール等の水の温度が1

00℃に到達するまでの時間は長くなる。このため，燃料貯蔵

プール等の水が100℃に到達する前に注水が可能であり，水

位低下量は変わらないため，対処の時間余裕が大きくなるこ

とから，想定事故１の有効性評価の結果に与える影響はなく，

判断基準を満足することに変わりはない。 

 

 (ｄ ) 崩壊熱量が与える影響 

   崩壊熱量は想定される 大値を設定しているが，現実的な

条件とした場合には，崩壊熱量は小さくなり，さらに放熱を

考慮した評価により，燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃

に到達するまでの時間は長くなる。このため，燃料貯蔵プー

ル等の水が100℃に到達する前に注水が可能であり，水位低

下量は変わらないため，対処の時間余裕が大きくなることか

ら，想定事故１の有効性評価の結果に与える影響はなく，判

断基準を満足することに変わりはない。 
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 (ｅ ) ピットゲート及びプールゲートの設置状態が与える影響 

燃料貯蔵プール等の補修時を想定して，ピットゲート及び

プールゲートが設置されている状態において想定事故１が

発生した場合，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵

プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及

びＰＷＲ燃料用）が独立した状態となるものの，沸騰時間の

算出においては各燃料貯蔵プールでの保有水量及び崩壊熱

量を設定していること，また，各燃料貯蔵プールからの放熱

は考慮せず断熱評価を実施していることから，沸騰までの時

間は変わることはなく，また，燃料貯蔵プール等の水の蒸発

は，ピットゲート及びプールゲートが設置されることにより，

各燃料貯蔵プールが独立するため，燃料貯蔵プールごとに発

生するが，の蒸発量は崩壊熱量が も大きい燃料貯蔵プール

（ＰＷＲ燃料用）において約４ｍ ３ ／ｈである。この場合，

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）における水位低下速度が増

加するものの，燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至る前までに

注水の準備を完了し，可搬型中型移送ポンプによる注水を実

施し水位を維持することから，有効性評価の結果に与える影

響はなく，判断基準を満足することに変わりはない。 

【補足説明資料11－２】 

 

 ｂ．操作条件の不確かさの影響 

 (ａ ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，

「他の並列操作有無」，「操作の確実さ」及び「単一故障の
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想定」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響を考慮

し，燃料貯蔵プール等への注水等の準備は，燃料貯蔵プール

等の冷却機能及び注水機能の喪失をもって着手し，21時間30

分後には燃料貯蔵プール等への注水が可能であり，燃料貯蔵

プール等の水が沸騰に至るまでの時間に対して，重大事故等

対策の実施に必要な準備作業を２時間以上の時間余裕を持

って完了できる。 

   また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して

整備しており，必要な時期までに操作できるよう体制を整え

ていることから，実際の重大事故等への対処では，より早く

作業を完了することができる。また，可搬型重大事故等対処

設備の偶発的な単一故障を仮定した場合であっても，予備の

可搬型重大事故等対処設備への交換を２時間以内に実施で

きることから，燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前までに重大

事故等対策を実施することができる。 

   ピットゲート及びプールゲートが設置されている状態を

考慮した場合，燃料貯蔵プール等は連結していないことから，

燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料

貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料及びＰＷＲ燃料用）それぞれに注水し水位を維持する必要

がある。なお，燃料送出しピットは燃料移送水路と連結して

いることから，ピットゲート及びプールゲートが設置される

ことによる影響はない。 

   この場合，可搬型建屋内ホースを燃料仮置きピット，燃料

貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料
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用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）ご

とに個別に敷設する必要があることから，敷設に係る作業時

間が長くなるものの，ピットゲート及びプールゲートが設置

されている状態はあらかじめ分かっていることから，建屋内

ホースの運搬が完了した時点で可搬型建屋内ホースの敷設

を実施することで，これまでと同じ21時間30分後から注水を

実施可能である。 

【補足説明資料11－２】 

 

 (ｂ ) 作業環境 

   沸騰開始までに室温が上昇するものの，作業に影響がある

温度の上昇はなく，対処は燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前

までに実施することから，作業環境が実施組織要員の操作の

時間余裕に影響を与えることはない。  
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11.1.2.3 同時発生又は連鎖 

 (１ ) 同時発生 

   本重大事故は共通要因により，燃料仮置きピット，燃料貯

蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）及び燃料送

出しピットが同時に発生するものとする。 

   異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等

対策の有効性については，「13．重大事故が同時に又は連鎖

して発生した場合の対処」にまとめる。 

 

 (２ ) 連鎖 

   想定事故１への燃料損傷防止対策として，燃料貯蔵プール

等へ貯水槽から水を注水する。 

   燃料貯蔵プール等へ注水することにより，燃料貯蔵プール

等の水位を維持する。 

   以上の燃料損傷防止対策を考慮した時の燃料貯蔵プール

等の水の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，燃料

貯蔵プール等の水の状態によって新たに連鎖して発生する

重大事故の有無及び事故時環境が安全機能の喪失をもたら

すことによって連鎖して発生する重大事故の有無を明らか

にする。 

 

 ａ．起因となる想定事故１の事象進展，事故規模の分析 

   燃料損傷防止対策を考慮したときの燃料貯蔵プール等の

水の状態及び燃料貯蔵プール等の水の状態によって生じる
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事故時環境は以下のとおりである。 

 

 (ａ ) 燃料貯蔵プール等の水の状態 

   燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇した場合，水の温度は

大でも 100℃程度である。このため，蒸発によりプール水

の状態が変化する。また，燃料貯蔵プール等への注水は，間

欠注水にて実施するため，プール水位がわずかな上昇及び低

下を繰り返す。 

 

 (ｂ ) 環境条件 

  ⅰ．温度 

    燃料貯蔵プール等の水の沸騰が発生した場合の温度は

大でも 100℃程度である。 

  ⅱ．圧力 

    燃料貯蔵プール等は開放型の構造となっており，有意な

圧力上昇はなく， 大でも静水圧程度である。 

  ⅲ．湿度 

    燃料貯蔵プール等の水の温度上昇に伴い，蒸発により多

湿環境下となる。 

  ⅳ．放射線 

    想定事故１では未臨界が維持されていることから，放射

線量は平常運転時から変化することはない。また，事故発

生時においても，燃料貯蔵プール等の水位は維持されてい

ることから，放射線環境は通常環境下から変化することは

ない。 
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ⅴ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエ

ネルギの発生

燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇することにより，放

射線分解による水素の発生量が増加する。また，燃料貯蔵

プール等の水の沸騰により，蒸気が発生する。

また，想定事故１は未臨界が維持されていることから，

新たな放射性物質の生成はない。

なお，燃料貯蔵プール等では有機溶媒を扱わないことか

ら，煤煙及びその他の物質が発生することはない。

以上のとおり，新たなエネルギの発生をもたらす現象が

発生しないことから，使用済燃料の崩壊熱以外のエネルギ

の発生はない。 

ⅵ．落下・転倒による荷重

燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇したとしても，機器

の材質の強度が有意に低下することはなく，落下・転倒す

ることはない。

ⅶ．腐食環境 

 燃料貯蔵プール等の水の温度上昇に伴い，蒸発により多

湿環境下となるものの，腐食環境下となることはない。 

 ｂ．事故進展により自らの燃料貯蔵プール等において発生する

重大事故 

(ａ ) 臨界事故

   「ａ．起因となる想定事故１の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇する
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が，使用済燃料は同位体組成管理により相互間隔を適切に維

持したラック等に収納することで臨界事故の発生を防止し

ており，また，ラック等の材質はステンレス鋼であり，想定

される温度，圧力，腐食環境等によってラック等が損傷する

ことはない。 

 以上より，臨界事故が発生することはない。

(ｂ ) 蒸発乾固 

   「ａ．起因となる想定事故１の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇する

が，燃料貯蔵プール等の水位を維持される。

 以上より，蒸発乾固が発生することはない。

(ｃ ) 水素爆発 

   「ａ．起因となる想定事故１の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，燃料貯蔵プール等の水の温度上昇により

水素の発生量が増加するものの，沸騰により発生する大量の

水蒸気によって可燃限界濃度以下になるとともに，代替補給

水設備（注水）の可搬型建屋内ホースの敷設に伴う建屋の開

口から，水蒸気とともに水素が排出されることから，建屋内

に水素が蓄積することはない。 

 以上より，水素爆発が発生することはない。

(ｄ ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「ａ．起因となる想定事故１の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，燃料貯蔵プール等では有機溶媒を扱わな

い。 

以上より有機溶媒等による火災又は爆発が発生すること
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はない。 

(ｅ ) その他の放射性物質の漏えい

 燃料貯蔵プール等のライニングの材質はステンレス鋼で

あり，想定される温度，圧力，腐食環境等によってライニン

グが損傷することはない。 

以上より，放射性物質の漏えいが発生することはない。

ｃ．重大事故が発生した燃料貯蔵プール等以外への影響

 燃料貯蔵プール等のライニングはステンレス鋼であり，想

定される温度，圧力等の環境条件によってこれらのバウンダ

リが喪失することはなく，温度及び放射線以外の影響が燃料

貯蔵プール等内の環境条件が燃料貯蔵プール等外へ及ぶこ

とはないことから，温度及び放射線以外の環境条件の変化に

よってその他の重大事故が連鎖して発生することはない。 

 温度及び放射線の影響は燃料貯蔵プール等外へ及ぶもの

の，温度は 大でも100℃程度であり，放射線は平常運転時

と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有する建屋躯体を

超えて燃料貯蔵プール等外へ及ぶことはなく，また，燃料貯

蔵プール等及び燃料貯蔵プール等内の安全機能を有する機

器も，これらの環境条件で健全性を損なうことはないことか

ら，温度及び放射線の環境条件の変化によってその他の重大

事故が連鎖して発生することはない。 

ｄ．分析結果

想定事故１の発生が想定される燃料貯蔵プール等（燃料仮置
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きピットＡ，燃料仮置きピットＢ，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（Ｂ

ＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）及び燃料送出しピット）の全てに

おいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実

施し，上述のとおり想定される燃料貯蔵プール等の状態及び事

故時環境において，他の重大事故等が連鎖して発生することが

ないことを確認した。 
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11.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

   想定事故１への対処として，代替補給水設備（注水）によ

る燃料貯蔵プール等への注水手段を整備しており，本対策に

ついて設計上定める条件より厳しい条件における外的事象

の「火山」を条件として有効性評価を行った。 

   燃料貯蔵プール等への注水は，沸騰開始前までに燃料貯蔵

プール等への注水の準備を完了し，沸騰開始前に燃料貯蔵プ

ール等へ注水することで，燃料貯蔵プール等の水位を維持で

きる。 

   評価条件の不確かさについて確認した結果，判断基準を満

足することに変わりはないことを確認した。 

   以上のことから，代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵

プール等への注水により，放射線を遮蔽できる水位（通常水

位－5.0ｍ）を確保し，燃料有効長頂部（通常水位－7.4ｍ）

を冠水できる。また，燃料貯蔵プール等の水温が変化した場

合やプール水が沸騰し，水密度が低下した場合においても，

燃料貯蔵プール等の未臨界を維持できる。 

   以上より，「 (３ ) 有効性評価の判断基準」を満足する。 
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11.2 想定事故２の燃料損傷防止対策 

11.2.1 想定事故２の燃料損傷防止対策の具体的対策 

  燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破断

によるサイフォン効果等及びスロッシングにより燃料貯蔵プ

ール等の水の小規模な漏えいが発生し，プール水冷却系の冷却

機能，安全冷却水系の冷却機能及び補給水設備の注水機能が喪

失した場合には，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース，

可搬型建屋外ホース，弁等を敷設しこれらを接続することで，

第１貯水槽又は第２貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供給

するための経路を構築する。 

  燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備を準備する。

監視設備を設置するまでの間，燃料貯蔵プール等の状態監視は，

実施組織要員により携行型の監視設備にて行う。また，水温上

昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合

においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プール等の状態監視を

継続して実施するため，空冷設備を設置する。 

想定事故２では配管破断による燃料貯蔵プール等の水の小

規模な漏えいの発生及びスロッシングによる燃料貯蔵プール

等の水の小規模な漏えいの発生を想定している。 

配管破断による燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいの

発生時は，プール水冷却系配管の破断を想定しており，破断位

置により小規模漏えい量が異なる。プール水冷却系配管の吐出

し側配管の破断を想定した場合，サイフォン効果によりプール

水が漏えいするものの，サイフォン ブレーカによりサイフォ

ン ブレーカ位置（通常水位－0.45ｍ）において小規模漏えい
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が停止する。一方，プール水冷却系配管の吸込み側配管の破断

を想定した場合，当該配管はプール水面より下にある越流せき

に接続されていることから，越流せきを介して小規模漏えいが

発生し，プール水面の低下により越流せきに到達することで，

越流せき位置（通常水位－0.40ｍ）において小規模漏えいが停

止する。想定事故２においては，越流せき水位（通常水位－0.40

ｍ）を目安に注水し，越流せき水位到達後は，燃料貯蔵プール

等の水位を一定範囲に維持するよう，可搬型中型移送ポンプの

間欠運転へ切り替え又は注水流量を調整する。プール水冷却系

配管の概要図について，第 11.2.1－１図に示す。 

スロッシングによる燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏え

いの発生時は，配管破断により燃料貯蔵プール等の水の小規模

な漏えいも発生していることから，越流せき位置（通常水位－

0.40ｍ）を目安に注水し，目安とする水位に到達後は，燃料貯

蔵プール等の水位を一定範囲に維持するよう，可搬型中型移送

ポンプの間欠運転への切り替え又は注水流量を調整する。 

  想定事故２の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概

要図を第 11－１図に，重大事故等への対処の手順の概要を第

11.2.1－２図に示す。また，重大事故等への対処における手順

と設備の関係を第 11.2.1－１表に，必要な実施組織要員及び

作業項目を第 11.2.1－３図及び第 11.2.1－４図に示す。対処

に必要な設備を第 11.1.1－２表に示す。 

 ａ．燃料損傷防止対策の実施判断 

   燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失が確認

された場合，又は外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電
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機が運転できない場合，燃料損傷防止対策の実施を判断し，

ｂ．へ移行する。 

 ｂ．建屋外の水供給経路の構築 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するために，可搬

型中型移送ポンプ運搬車により可搬型中型移送ポンプを第

１貯水槽又は第２貯水槽近傍へ設置し，可搬型建屋外ホース

及び可搬型中型移送ポンプを接続し，第１貯水槽又は第２貯

水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ水を供給するための

経路を構築する。 

 ｃ．燃料損傷防止対策の準備 

   燃料貯蔵プール等の状態監視は安全系監視制御盤で実施

するが，全交流動力電源が喪失している場合には，燃料貯蔵

プール等の状態監視のため，代替監視設備及び可搬型発電機

を準備する。代替監視設備及び可搬型発電機を設置するまで

の間，燃料貯蔵プール等の状態について携行型の代替監視設

備にて実施組織要員による監視を行う。 

【補足説明資料 11－ 10】  

   また，運搬車により可搬型建屋内ホースを運搬し，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可

搬型建屋外ホースと接続し，第１貯水槽又は第２貯水槽から

燃料貯蔵プール等に注水するための系統を構築する。 

   なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温

度が上昇した場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プ

ール等の状態監視が継続できるよう，代替監視設備を冷却す

るための空冷設備を設置する。 
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 ｄ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施判断 

   燃料貯蔵プール等への注水準備が完了したこと及び燃料

貯蔵プール等の水位低下を確認後，燃料貯蔵プール等への注

水の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

 ｅ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施 

   可搬型中型移送ポンプにより第１貯水槽又は第２貯水槽

から燃料貯蔵プール等へ注水する。注水流量は，可搬型代替

注水設備流量計及び可搬型建屋外ホースに設置している流

量調節弁より調整する。燃料貯蔵プール等へ注水時に必要な

監視項目は，注水流量及び燃料貯蔵プール等の水位である。 

   料貯蔵プール等への注水は，燃料貯蔵プール等の越流せき

水位（通常水位－0.40ｍ）を目安に注水し，目標水位到達後

は燃料貯蔵プール等の水位を一定範囲に維持するよう，可搬

型中型移送ポンプの間欠運転へ切り替え又は注水流量を調

整する。 

   代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な監視項目は，注水流量及び燃料貯蔵プール等の水位

である。 

 ｆ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の成功判断 

   燃料貯蔵プール等の水位が通常水位程度であることを確

認することにより，燃料貯蔵プール等への注水によるプール

水位が回復・維持されていることを判断する。 
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 ｇ．代替監視設備及び空冷設備の設置 

   代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動して代替

監視設備の起動状態を確認する。 

   また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニット空気圧

縮機を起動して，空冷設備により冷却空気が供給されている

ことを確認する。  
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11.2.2 想定事故２の燃料損傷防止対策の有効性評価 

11.2.2.1 有効性評価 

 (１ ) 代表事例 

   「 11.1.2.1(１ ) 代表事例」に示したとおり，想定事故２

では外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施する。 

 

 (２ ) 代表事例の選定理由 

   「 11.1.2.1(２ ) 代表事例の選定理由」に示したとおり，

外的事象の地震において発生する機能喪失は，プール水冷却

系配管の破断に加えて，プール水冷却系，安全冷却水系及び

補給水設備のポンプ等の動的機器の直接的な機能喪失，スロ

ッシングによる水位低下が生じること，及び全交流動力電源

喪失が同時に発生するため，喪失する機器が多く，その範囲

も広い。また，地震は，環境条件の悪化も伴うことから，重

大事故等対策としては厳しくなる。このため，想定事故２の

有効性評価で代表とする要因は，外的事象の地震とする。  

 

 (３ ) 有効性評価の考え方 

   「 11.1.2.1(３ ) 有効性評価の考え方」に示したとおりで

ある。評価条件を第 11.2.2.1－１表に示す。 

 

 (４ ) 有効性評価の評価単位 

   「 11.1.2.1(４ ) 有効性評価の評価単位」に示したとおり

である。 
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 (５ ) 機能喪失の条件 

   代表事例の選定理由で示したとおり，プール水冷却系配管

の破断，プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備のポ

ンプ等の機能喪失並びに全交流動力電源の喪失を想定する。 

   プール水冷却系配管に逆流防止のため設置されている逆

止弁については，異物の噛みこみにより開固着し，逆止弁の

機能が十分に働かない状態を想定すると，サイフォン ブレ

ーカ孔位置（通常水位－0.45ｍ）まで水位が低下する。その

後，スロッシングにより燃料貯蔵プール等の水の漏えいが発

生することを想定し， 終的に通常水位－0.80ｍの位置で水

位低下が停止する。 

【補足説明資料11－５】 

 

 (６ ) 機器の条件 

   想 定 事 故 ２ へ の 燃 料 損 傷 防 止 対 策 に 使 用 す る 機 器 を 第

11.1.1－２表に示す。また，主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

   「 11.1.2.1(６ )ａ．可搬型中型移送ポンプ」に記載したと

おりである。 

 

 ｂ．燃料貯蔵プール等の初期水温 

   「 11.1.2.1(６ )ｂ．燃料貯蔵プール等の初期水温」に記載

したとおりである。 

 

 ｃ．燃料貯蔵プール等の初期水位 
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   燃料貯蔵プール等の初期水位は，通常運転時の管理上の水

位の下限値である通常水位－0.05ｍを基準とし，サイフォン

効果等による燃料貯蔵プール等の水の漏えいが発生し水位

が低下した後，スロッシングによる燃料貯蔵プール等の水の

漏えいによる水位低下が発生すると想定し，通常水位－0.80

ｍとする。なお，スロッシングによる水位低下量算出におい

ては，燃料貯蔵プール等の周辺に設置する止水板の高さを越

える溢水は燃料貯蔵プール等への戻りを考慮しない。また，

スロッシングによる溢水を抑制する蓋は，その効果を考慮し

ない。 

 

 ｄ．燃料貯蔵プール等の貯蔵容量及び崩壊熱量 

   「 11.1.2.1(６ )ｄ．燃料貯蔵プール等の貯蔵容量及び崩壊

熱量」に記載したとおりである。 

 

 ｅ．燃料貯蔵プール等からの水位低下量及び保有水量 

   「 11.1.2.1(３ )ｅ．燃料貯蔵プール等からの水位低下量及

び保有水量」に記載したとおりであり，燃料貯蔵プール（Ｐ

ＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯

蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の保有水量は，そ

れぞれ約2,229ｍ ３ ，約2,168ｍ ３ 及び約2,233ｍ ３ とする。ま

た，沸騰後の燃料貯蔵プール等からの蒸発量は約10ｍ３ ／ｈ

とする。 

 

 ｆ．燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に至るまでの時間 
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   上記ｄ．及びｅ．より，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷ

Ｒ燃料及びＰＷＲ燃料用）の水の温度が100℃に至るまでの

時間は，それぞれ事象発生後約 35時間，約 57時間及び約 59

時間とする。 

【補足説明資料11－８】 

 

 (７ ) 操作の条件 

   燃料貯蔵プール等への代替補給水設備（注水）による注水

は，燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失から，

燃料貯蔵プール等が沸騰に至るまでの時間である約 35時間

に対して，他建屋における蒸発乾固及び水素爆発が同時に発

生した場合における重大事故等の対処の優先順位を考慮し，

21時間30分後から注水を開始するものとし，通常水位（プー

ル底面から11.50ｍ）または越流せき水位（通常水位－0.40

ｍ）を目安に，間欠的に又は流量を調整しながら注水するこ

とで水位を維持するものとする。想定事故２の作業と所要時

間を第11.2.1－２図及び第11.2.1－３図に示す。 

 

 (８ ) 判断基準 

   「 11.1.2.1(８ ) 判断基準」に記載したとおりである。 
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11.2.2.2 有効性評価の結果 

 (１ ) 燃料損傷防止対策 

   燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し始め，沸騰に至る前

までに代替補給水設備（注水）にて燃料貯蔵プール等への注

水を開始する。燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵

プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及

びＰＷＲ燃料用）の水の温度が100℃に到達する時間は，それ

ぞれ事象発生後約35時間，約57時間及び約59時間である。これ

に対し，可搬型中型移送ポンプによる注水は，燃料貯蔵プー

ル等に接続するプール水冷却系の配管の破断によるサイフォ

ン効果等及び地震によるスロッシングにより燃料貯蔵プール

等の水の小規模な漏えいが発生し，プール水冷却系の冷却機

能，安全冷却水系の冷却機能及び補給水設備の注水機能の喪

失から，53名にて21時間30分後には注水が開始可能であり，

放射線を遮蔽できる水位（通常水位－5.0ｍ）に至る前までに

代替補給水設備（注水）による注水が可能である。 

   また，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の崩壊熱による燃

料貯蔵プール等からの水の蒸発量である約 10ｍ３／ｈを上

回る 大約 160ｍ３／ｈでの注水できる可搬型中型移送ポン

プによる代替補給水設備（注水）を配備していることから，

通常水位を目安に間欠的に又は流量を調整しながら注水す

ることで，燃料貯蔵プール等の水位を回復し維持することが

できる。  

   なお，燃料仮置きピットＡ，燃料仮置きピットＢ及び燃料

送出しピットの水の温度が 100℃に到達する時間は，燃料貯
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蔵プールに対する崩壊熱量が小さく，保有水量を考慮しても

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）

よりも沸騰までの時間はさらに長くなる。  

   使用済燃料は，燃料貯蔵プール等のステンレス鋼製のラッ

クに仮置き・貯蔵されており，未臨界性の維持については，

燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，沸騰により水密度が

低下した場合においても，必要な燃料間距離を確保できるこ

とから，燃料貯蔵プール等の未臨界を維持できる。 

【補足説明資料 11－９】 

   想定事故２における小規模漏えい時の燃料貯蔵プール等

の水位及び温度の推移を第 11.2.2.2－１図及び第 11.2.2.2

－２図に示す。また，水位と線量率の関係について第

11.2.2.2－３図に示す。  

 

 (２ ) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故条件及び機器条件の不確かさの影響 

 (ａ ) 想定事象の違い 

   内的事象で発生する配管漏えいによる想定事故２の場合，

地震を要因としたときに想定する動的機器の機能喪失や全

交流動力電源喪失が発生せず，環境悪化も想定されない。ま

た，この場合はサイフォン効果等による燃料貯蔵プール等の

水の小規模な漏えいが発生するものの，地震を起因とした場

合よりも水位低下量は小さく，料貯蔵プール等の水の温度が

100℃に到達するまでの時間は長くなる。このため，燃料貯
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蔵プール等の水が100℃に到達する前に注水が可能であり，

水位低下量は小さくなるため，対処の時間余裕が大きくなる

ことから，想定事故２の有効性評価の結果に与える影響はな

く，判断基準を満足することに変わりはない。 

 

 (ｂ ) 初期水温が与える影響 

   「 11.1.2.2(２ )ａ． (ｂ ) 初期水温が与える影響」に記載し

たとおりである。  

 

 (ｃ ) 崩壊熱量が与える影響 

   「 11.1.2.2(２ )ａ． (ｄ ) 崩壊熱量が与える影響」に記載し

たとおりである。 

 

 (ｄ ) スロッシングにおける水位低下量の評価が与える影響 

   スロッシングにおける水位低下量の評価においては，燃料

貯蔵プール等の周辺に設置する止水板の高さを越える溢水

は燃料貯蔵プール等への戻りを考慮しないこと，また，スロ

ッシングによる溢水を抑制する蓋は，その効果を考慮せずに

保守的な評価を実施していることから，実際の水位低下量は

小さくなり，燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に到達す

るまでの時間は長くなる。さらに，サイフォン効果等による

燃料貯蔵プール等の水の漏えいとスロッシングが同時に発

生したと想定した場合の初期水位は通常水位－ 0.60ｍとな

り，水位が高い側への変動となることから，燃料貯蔵プール

等の水の温度が100℃に到達するまでの時間は長くなる。こ
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のため，燃料貯蔵プール等の水が100℃に到達する前に注水

が可能であり，水位低下量は小さくなることから，対処の時

間余裕が大きくなり，想定事故２の有効性評価の結果に与え

る影響はなく，判断基準を満足することに変わりはない。 

【補足説明資料11－５】 

 

 (ｅ ) ピットゲート及びプールゲートの設置状態が与える影響 

   燃料貯蔵プール等の補修時を想定して，各燃料貯蔵プール

のピットゲート及びプールゲートが設置されている状態に

おいてスロッシングが発生した場合の溢水量は，燃料貯蔵プ

ール等が連結された状態と異なり，各燃料貯蔵プールのスロ

ッシング後の水位は，通常水位－0.96ｍとなり，このときの

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）の保有水量は約2,181ｍ ３ ，

沸騰までの時間は約34時間となり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料用）の保有水量は約2,120ｍ ３ ，沸騰までの時間は約55

時間となり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）

の保有水量は約2,185ｍ ３ ，沸騰までの時間は約57時間とな

る。このため，水位低下量大きくなり，燃料貯蔵プール等の

水の温度が100℃に到達するまでの時間は短くなるものの，

代替補給水設備（注水）による注水開始時間は21時間30分後

であることから，燃料貯蔵プール等の水が100℃に到達する

前に注水が可能であり，想定事故２の有効性評価の結果に与

える影響はなく，判断基準を満足することに変わりはない。 

 

 ｂ．操作条件の不確かさの影響 
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 (ａ ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，

「他の並列操作有無」，「操作の確実さ」及び「単一故障の

想定」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響を考慮

し，燃料貯蔵プール等への注水等の準備は，燃料貯蔵プール

等の冷却機能及び注水機能の喪失をもって着手し，21時間30

分後には燃料貯蔵プール等への注水が可能であり，燃料貯蔵

プール等の水が沸騰に至るまでの時間に対して，重大事故等

対策の実施に必要な準備作業を２時間前以上の時間余裕を

持って完了できる。 

   また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して

整備しており，必要な時期までに操作できるよう体制を整え

ていることから，実際の重大事故等への対処では，より早く

作業を完了することができる。また，可搬型重大事故等対処

設備の偶発的な単一故障を仮定した場合であっても，予備の

可搬型重大事故等対処設備への交換を２時間以内に実施で

きることから，燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前までに重大

事故等対策を実施することができる。 

ピットゲート及びプールゲートが 設置されている状態を

考慮した場合，燃料貯蔵プール等は連結していないことから，

燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料

貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料及びＰＷＲ燃料用）それぞれに注水し水位を維持する必要

がある。なお，燃料送出しピットは燃料移送水路と連結して

いることから，ピットゲート及びプールゲートが設置される
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ことによる影響はない。 

この場合，可搬型建屋内ホースを対象の燃料仮置きピット，

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ

燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）

ごとに個別に敷設する必要があることから，敷設に係る作業

時間が長くなるものの，ピットゲート及びプールゲートが設

置されている状態はあらかじめ分かっていることから，建屋

内ホースの運搬が完了した時点で可搬型建屋内ホースの敷

設を実施することで，これまでと同じ21時間30分後から注水

を実施可能である。 

【補足説明資料11－２】 

 

 (ｂ ) 作業環境 

   沸騰開始までに室温が上昇するものの，作業に影響がある

温度の上昇はなく，対処は燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前

までに実施することから，作業環境が実施組織要員の操作の

時間余裕に影響を与えることはない。 
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11.2.2.3 同時発生又は連鎖 

 (１ ) 同時発生 

   「 11.1.2.3(１ ) 同時発生」に記載したとおりである。 

 

 (２ ) 連鎖 

   「 11.1.2.3(２ ) 連鎖」に記載したとおりである。 

  

50



 

11.2.2.4 判断基準への適合性の検討 

   想定事故２への対処として，代替補給水設備（注水）によ

る燃料貯蔵プール等への注水手段を整備しており，本対策に

ついて設計上定める条件より厳しい条件における外的事象

の「地震」を条件として有効性評価を行った。 

   燃料貯蔵プール等への注水は，沸騰開始前までに燃料貯蔵

プール等への注水の準備を完了し，沸騰開始前に燃料貯蔵プ

ール等へ注水することで，燃料貯蔵プール等の水位を維持で

きる。 

   評価条件の不確かさについて確認した結果，判断基準を満

足することに変わりはないことを確認した。 

   以上のことから，代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵

プール等への注水により，放射線を遮蔽できる水位（通常水

位－5.0ｍ）を確保し，燃料有効長頂部（通常水位－7.4ｍ）

を冠水できる。また，燃料貯蔵プール等の水温が変化した場

合やプール水が沸騰し，水密度が低下した場合においても，

燃料貯蔵プール等の未臨界を維持できる。 

   以上より，「 (３ ) 有効性評価の判断基準」を満足する。 
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11.3 想定事故１及び想定事故２のための措置に必要な要員及

び資源 

11.3.1 想定事故１のための措置に必要な要員及び資源 

   想定事故１への対処に必要な要員及び資源を以下に示す。 

   また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時に

又は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要があるた

め，「13．重大事故が同時又は連鎖して発生した場合の対処」

において示す。 

 ａ．必要な要員の評価 

   想定事故１において，設計上定める条件より厳しい条件に

おける外的事象の「火山」を要因とした場合で，同時に作業

する要員が も多いときの要員数は26名であり，想定事故１

への対処に必要な要員は53名である。 

   また，内的事象を要因とした場合は，作業環境が火山起因

で想定される環境条件より悪化がすることが想定されず，対

処内容にも違いがないことから，必要な要員は火山起因の場

合の必要な人数以下である。 

 ｂ．必要な資源の評価 

   想定事故１の対処に必要な水源，燃料及び電源を以下に示

す。 

 (ａ ) 水   源  

   代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な水量は，７日間の対応を考慮すると，合計約1,600

ｍ３の水が必要となる。 
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 (ｂ ) 燃   料  

   想定事故１への対処に使用する可搬型中型移送ポンプ，可

搬型発電機及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，７日間

の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

   ・可搬型中型移送ポンプ       約 7.2ｍ３  

   ・可搬型発電機           約 5.3ｍ３  

   ・可搬型空冷ユニット用空気圧縮機  約 4.6ｍ３  

   合計                約 17ｍ３  

   以上より，想定事故１へ対処するための措置を７日間継続

して実施するのに必要な軽油は合計で約17ｍ３である。 

 

 (ｃ ) 電   源  

   燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処において

電源を必要とする設備は，計装設備の燃料貯蔵プール等の冷

却等の機能喪失の対処に必要な計装設備の可搬型燃料貯蔵

プール水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬型燃料貯

蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及び放射線計

測設備の燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処に必

要な放射線計測設備の可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計

に必要な負荷は約99ｋＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮

すると約150ｋＶＡの給電が必要である。 
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11.3.2 想定事故２のための措置に必要な要員及び資源 

   想定事故２への対処に必要な要員及び資源を以下に示す。 

   また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時に

又は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要があるた

め，「13．重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対

処」において示す。 

 ａ．必要な要員の評価 

   想定事故２において，設計上定める条件より厳しい条件に

おける外的事象の「地震」を要因とした場合で，同時に作業

する要員が も多いときの要員数は26名であり，想定事故２

への対処に必要な要員は53名である。 

 

 ｂ．必要な資源の評価 

   想定事故２の対処に必要な水源，燃料及び電源を以下に示

す。 

 (ａ ) 水   源  

   代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な水量は，７日間の対応を考慮すると，合計約 2,300

ｍ３の水が必要となる。 

 

 (ｂ ) 燃   料  

   想定事故１への対処に使用する可搬型中型移送ポンプ，可

搬型発電機及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，７日間

の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

   ・可搬型中型移送ポンプ       約 7.2ｍ３  
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   ・可搬型発電機           約 5.3ｍ３  

   ・可搬型空冷ユニット用空気圧縮機  約 4.6ｍ３  

   合計                約 17ｍ３  

   以上より，想定事故２へ対処するための措置を７日間継続

して実施するのに必要な軽油は合計で約17ｍ３である。 

 

 (ｃ ) 電   源  

    燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処におい

て電源を必要とする設備は，計装設備の燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失の対処に必要な計装設備の可搬型燃

料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬

型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及

び放射線計測設備の燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪

失の対処に必要な放射線計測設備の可搬型燃料貯蔵プー

ル空間線量率計に必要な容量は約 99ｋＶＡであり，対象

負荷の起動時を考慮すると約 150ｋＶＡの給電が必要で

ある。 
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第 11－１表 冷却機能及び注水機能喪失による燃料損傷の発生を想定する対象機器 
 
建屋 機器グループ 機器名 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 燃料仮置きピット 燃料仮置きピット A 

燃料仮置きピット B 

燃料貯蔵プール 燃料貯蔵プール（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール（BWR／PWR 燃料用） 

燃料送出しピット 燃料送出しピット 
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第 11.1.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故１）」の対策の手順と重大事故等対処施設 

項

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

a. 燃料損傷防止

対策の実施判

断 

降灰予報が発表された場合，燃料貯蔵プール等の

冷却機能及び注水機能の喪失が確認された場合，又

は外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電機が運

転できない場合，燃料貯蔵プール等への注水を判断

し，ｂ．へ移行する。 

－ － － 

b. 建屋外の水供

給経路の構築 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するため

に，可搬型中型移送ポンプ運搬車により可搬型中型

移送ポンプを第１貯水槽又は第２貯水槽近傍へ設置

し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプ

を接続し，第１貯水槽又は第２貯水槽から使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋へ水を供給するための経路を構

築する。なお，降灰により可搬型中型移送ポンプが

機能喪失するおそれがある場合には，可搬型中型移

送ポンプを保管庫内に配置する。 

・貯水槽 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ運搬車 

・ホース展張車 

－ 
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（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

c. 燃料損傷防止

対策の準備 

料貯蔵プール等の状態監視は安全系監視制御盤で

実施するが，全交流動力電源が喪失している場合に

は，燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備

及び可搬型発電機を準備する。監視設備を設置する

までの間，燃料貯蔵プール等の状態について携行型

の監視設備にて実施組織要員による監視を行う。 

また，運搬車により可搬型建屋内ホースを運搬し，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に可搬型建屋内ホー

スを敷設し，可搬型建屋外ホースと接続し，第１貯

水槽又は第２貯水槽から燃料貯蔵プール等に注水す

るための系統を構築する。 

なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の温度が上昇した場合においても，線量率の測

定及び燃料貯蔵プール等の状態監視が継続できるよ

う，空冷設備を設置する。 

・貯水槽 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・運搬車 

・可搬型発電機 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・ガンマ線用サーベイ メータ 

・可搬型代替注水設備流量計 

・可搬型空冷ユニット 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース 

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機 
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（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

d. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施判

断 

燃料貯蔵プール等への注水準備が完了したこと及

び燃料貯蔵プール等の水位低下を確認後，燃料貯蔵

プール等への注水の実施を判断し，以下のｅ．へ移

行する。 
－ － － 

e. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施 

可搬型中型移送ポンプにより第１貯水槽又は第２

貯水槽から燃料貯蔵プール等へ注水する。注水流量

は，可搬型代替注水設備流量計及び可搬型建屋外ホ

ースに設置している流量調節弁より調整する。燃料

貯蔵プール等へ注水時に必要な監視項目は，注水流

量及び燃料貯蔵プール等の水位である。 

燃料貯蔵プール等への注水は燃料貯蔵プール等の

通常水位である燃料貯蔵プール底面から 11.50ｍを

目安に注水し，目標水位到達後は使用済燃料貯槽プ

ール等の水位を一定範囲に維持するよう，可搬型中

型移送ポンプの間欠運転へ切り替え又は注水流量を

調整する。 

・貯水槽 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・可搬型代替注水設備流量計 
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（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

f. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の成功判

断 

燃料貯蔵プール等の水位が通常水位程度であるこ

とを確認することにより，燃料貯蔵プール等への注

水によるプール水位が回復・維持されていることを

判断する。 
－ － 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・可搬型代替注水設備流量計 

g. 代替監視設備

及び空冷設備

の設置 

代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動

して代替監視設備の起動状態を確認する。 

また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニッ

ト空気圧縮機を起動して空冷設備の起動状態を確認

する。 

－ ・可搬型発電機 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ 

・可搬型空冷ユニット 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース 

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機 
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第11.1.1－２表　使用済燃料貯蔵槽の冷却等の対処において使用する設備

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ × × ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ × × ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ × × ×
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ × × ×
ホース展張車 ○ ○ × × ×
運搬車 ○ ○ × × ○
第1貯水槽 ○ ○ × × ×
第2貯水槽 ○ ○ × × ×
サイフォン ブレーカ × × ○ × ×
止水板及び蓋 × × ○ × ×
燃焼度計測前燃料仮置きラック × × × ○ ×
燃焼度計測後燃料仮置きラック × × × ○ ×
低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック × × × ○ ×
低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック × × × ○ ×
高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック × × × ○ ×
高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック × × × ○ ×
バスケット仮置き架台（実入り用） × × × ○ ×

電源設備
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型
発電機

× × × × ○

可搬型ケーブル × × × × ○
補機駆動用燃料補給設備 軽油貯蔵タンク ○ ○ × × ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ × × ○

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計 × × × × ○

ガンマ線用サーベイ メータ × × × × ○

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の
対処に必要な状態監視設備

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ × × × × ○

可搬型空冷ユニット × × × × ○
可搬型空冷ユニット用ホース × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却
ケース

× × × × ○

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却
ケース

× × × × ○

可搬型水位計（超音波式） × × × × ○
可搬型水位計（メジャー） × × × × ○
可搬型水温計 × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール水位計 × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール温度計 × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） × × × × ○
可搬型計測ユニット用空気圧縮機 × × × × ○
可搬型計測ユニット × × × × ○
可搬型監視ユニット × × × × ○
可搬型代替注水設備流量計 ○ ○ × × ×
6.9kV非常用母線 × ○ × × ×
460V非常用母線 × ○ × × ×
105V無停電交流母線 × ○ × × ×
105V 計測母線 × ○ × × ×
第1非常用直流電源設備 × ○ × × ×
第1非常用ディーゼル発電機の重油タンク × × × × ×
ホイールローダ × × × × ○
燃料貯蔵プール水位計 × ○ × × ○
燃料貯蔵プール温度計 × ○ × × ○
安全系制御盤 × ○ × × ○
安全系監視制御盤 × ○ × × ○
プロセス工程　監視制御盤 × ○ × × ○
建屋排風機 × ○ × × ×
北換気筒 × ○ × × ×
ダクト・ダンパ［流路］ × ○ × × ×

制御室換気設備 制御室排風機 × ○ × × ×
ガンマ線エリアモニタ × ○ × × ○
放射線現場盤 × ○ × × ○
放射線監視盤 × ○ × × ○
北換気筒モニタ

エリア監視用ＩＴＶカメラ × ○ × × ○使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

計測制御設備

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備

放射線監視設備

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の
対処に必要な空冷設備

代替計測制御設備

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための措置

燃料貯蔵設備（臨界防止設備）

漏えい抑制
燃料貯蔵プール等の

臨界防止
燃料貯蔵プール等の

監視
燃料貯蔵プール等への

注水

代替補給水設備（注水）

重大事故等対処設備

燃料貯蔵プール等への
注水（配管漏えい＋注

水機能喪失）

使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋

使用済燃料貯蔵槽の冷却
等

水供給設備

設備

設備名称 構成する機器

機器グループ

漏えい抑制設備

燃料受入れ設備（臨界防止設備）

非常用所内電源系統

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の
対処に必要な放射線計測設備
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第 11.1.2.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故１）」に係る主要評価条件（１／２） 

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

機
能
喪
失

の
条
件 

安全機能の喪失に 

対する仮定 

燃料貯蔵プール等の冷却機能及び

注水機能の喪失 

非常用ディーゼル発電機の機能喪失により，燃料貯蔵プールの冷却機能及び

注水機能が喪失するものとした。 

外部電源 外部電源なし 
設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件とした

としていることから，外部電源なしを想定した。 

機
器
の
条
件 

使用済燃料の崩壊熱による 

蒸発量 
約 10ｍ３／ｈ プール水温 100℃における，使用済燃料の崩壊熱による蒸発速度を設定した。 

代替補給水設備（注水） 

による燃料貯蔵プール等への 

注水流量 

約 160ｍ３／ｈ 

１台当たり 240ｍ３／ｈの容量を有し，想定事故１において燃料貯蔵プール等

への注水に１台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必要な

水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量である約 10ｍ３／ｈを上回る，

大約 160ｍ３／ｈを設定した。 

崩壊熱量 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,450ｋＷ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用） 

 約 1,490ｋＷ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及び

ＰＷＲ燃料用） 

 約 1,480ｋＷ 

燃料貯蔵プール全体 

 約 5,420ｋＷ 

沸騰時間算出においては， も崩壊熱量が大きくなる燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）を設定した。また，蒸発量算出においては，燃料貯蔵プール全体

に冷却期間 12 年の燃料が 2,400ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間４年の燃料が 600ｔ・

ＵＰｒ貯蔵された状態での崩壊熱量を設定した。 

初期水温 65℃ プール水冷却系１系列運転時の設計 高温度となる水温を設定した。 

初期水位 通常水位－0.05ｍ 水位低警報レベルである通常水位－0.05ｍを初期水位に設定した。 
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第 11.1.2.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故１）」に係る主要評価条件（２／２） 

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

機
器
の
条
件 

保有水量 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,453ｍ３ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用） 

 約 2,392ｍ３ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及び

ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,457ｍ３ 

通常運転時の運用を踏まえ，燃料貯蔵プール等が連結されているものとする

が，燃料貯蔵プール等の水の沸騰までの時間においては，個別の燃料貯蔵プ

ールの保有水量のみを考慮し，燃料貯蔵プール間の熱の移動がないものとし

て，閉めた状態を考慮した保有水量を設定した。 

操
作
の
条
件 

代替補給水設備（注水） 

による燃料貯蔵プール等への 

注水開始 

事象発生から 

21 時間 30 分後 

燃料貯蔵プール等が沸騰する前までに注水操作を実施するものとして，事象

発生の確認，移動に必要な時間を考慮して設定した。 
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第 11.1.2.1－２表 燃料貯蔵プール等が沸騰に至るまでの時間（想定事故１） 
 
建屋 

機器グループ 機器名 
沸騰に至るまでの

時間 

使用済燃料受入れ 

・貯蔵建屋 
燃料仮置きピット 

燃料仮置きピット A 対象外※ 

燃料仮置きピット B 対象外※ 

燃料貯蔵プール 

燃料貯蔵プール（BWR 燃料用） 約 63 時間 

燃料貯蔵プール（PWR 燃料用） 約 39 時間 

燃料貯蔵プール（BWR／PWR 燃料用） 約 65 時間 

燃料送出しピット 

燃料送出しピット（BWR 燃料） 対象外※ 

燃料送出しピット（PWR 燃料） 対象外※ 

※燃料貯蔵プール等の水の沸騰に至るまでの時間が最も短くなるよう，燃料貯蔵プールにのみ使用済燃料を配置す

ることを想定することから，ピットは対象外とした 
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第 11.2.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」の対策の手順と重大事故等対処施設 

項

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

a. 燃料損傷防止

対策の実施判

断 

燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失

が確認された場合，又は外部電源が喪失し，非常用

ディーゼル発電機が運転できない場合，燃料損傷防

止対策の実施を判断し，ｂ．へ移行する。 

－ － － 

b. 建屋外の水供

給経路の構築 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するため

に，可搬型中型移送ポンプ運搬車により可搬型中型

移送ポンプを第１貯水槽又は第２貯水槽近傍へ設置

し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプ

を接続し，第１貯水槽又は第２貯水槽から使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋へ水を供給するための経路を構

築する。 

・貯水槽 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ運搬車 

・ホース展張車 

－ 
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（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

c. 燃料損傷防止

対策の準備 

燃料貯蔵プール等の状態監視は安全系監視制御盤

で実施するが，全交流動力電源が喪失している場合

には，燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設

備を準備する。監視設備を設置するまでの間，燃料

貯蔵プール等の状態について携行型の監視設備にて

実施組織要員による監視を行う。 

また，運搬車により可搬型建屋内ホースを運搬し，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に可搬型建屋内ホー

スを敷設し，可搬型建屋外ホースと接続し，第１貯

水槽又は第２貯水槽から燃料貯蔵プール等に注水す

るための系統を構築する。 

なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の温度が上昇した場合においても，線量率の測

定及び燃料貯蔵プール等の状態監視が継続できるよ

う，空冷設備を設置する。 

・貯水槽 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・運搬車 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・ガンマ線用サーベイ メータ 

・可搬型代替注水設備流量計 

・可搬型空冷ユニット 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース 

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機 
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（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

d. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施判

断 

燃料貯蔵プール等への注水準備が完了したこと及

び燃料貯蔵プール等の水位低下を確認後，燃料貯蔵

プール等への注水の実施を判断し，以下のｅ．へ移

行する。 
－ － － 

e. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施 

可搬型中型移送ポンプにより第１貯水槽又は第２

貯水槽から燃料貯蔵プール等へ注水する。注水流量

は，可搬型代替注水設備流量計及び可搬型建屋外ホ

ースに設置している流量調節弁より調整する。燃料

貯蔵プール等へ注水時に必要な監視項目は，注水流

量及び燃料貯蔵プール等の水位である。 

料貯蔵プール等への注水は，燃料貯蔵プール等の越

流せき水位（通常水位－0.40ｍ）を目安に注水し，

目標水位到達後は燃料貯蔵プール等の水位を一定範

囲に維持するよう，可搬型中型移送ポンプの間欠運

転へ切り替え又は注水流量を調整する。 

・貯水槽 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・可搬型代替注水設備流量計 
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（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

f. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の成功判

断 

燃料貯蔵プール等の水位が通常水位程度であるこ

とを確認することにより，燃料貯蔵プール等への注

水によるプール水位が回復・維持されていることを

判断する。 
－ － 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・可搬型代替注水設備流量計 

g. 代替監視設備

及び空冷設備

の設置 

代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動

して代替監視設備の起動状態を確認する。 

また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニッ

ト空気圧縮機を起動して空冷設備の起動状態を確認

する。 

－ ・可搬型発電機 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ 

・可搬型空冷ユニット 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース 

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機 
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第 11.2.2.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」に係る主要評価条件（１／２） 

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

機
能
喪
失
の
条
件 

安全機能の喪失に 

対する仮定 

燃料貯蔵プール等冷却機能及び注

水機能の機能喪失 

基準地震動の1.2倍の地震動を入力した場合においても必要な機能を損なわな

い設計とした設備以外の設備は全て機能喪失することから，燃料貯蔵プール

等の冷却機能及び注水機能が機能喪失するものとした。 

外部電源 外部電源なし 
設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条件とした

としていることから，外部電源なしを想定した。 

燃料貯蔵プール等の 

小規模な漏えいで 

想定される水位 

通常水位－0.80ｍ 

（配管破断によるサイフォン効果

による水位低下後，スロッシング

による水位低下が発生すると想

定） 

プール水冷却系配管に逆流防止のため設置されている逆止弁については，

異物の噛みこみにより開固着し，逆止弁の機能が十分に働かない状態を想定

すると，サイフォン ブレーカ孔位置（通常水位－0.45ｍ）まで水位が低下す

る。その後，スロッシングにより燃料貯蔵プール等の水の漏えいが発生する

ことを想定し， 終的に通常水位－0.80ｍの位置で水位低下が停止する。 

機
器
の
条
件 

使用済燃料の崩壊熱による 

蒸発量 
約 10ｍ３／ｈ 

プール水温 100℃における，使用済燃料の崩壊熱による蒸発速度を設定し

た。 

代替注水設備等による 

燃料貯蔵プール等への 

注水流量 

約 160ｍ３／ｈ 

１台当たり 240ｍ３／ｈの容量を有し，想定事故２において燃料貯蔵プール等

への注水に１台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必要な

水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量である約 10ｍ３／ｈを上回る，

大約 160ｍ３／ｈを設定した。 

崩壊熱量 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,450ｋＷ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用） 

 約 1,490ｋＷ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及び

ＰＷＲ燃料用） 

 約 1,480ｋＷ 

燃料貯蔵プール全体 

 約 5,420ｋＷ 

沸騰時間算出においては， も崩壊熱量が大きくなる燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）を設定した。また，蒸発量算出においては，燃料貯蔵プール全体

に冷却期間 12 年の燃料が 2,400ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間４年の燃料が 600ｔ・

ＵＰｒ貯蔵された状態での崩壊熱量を設定した。 

初期水温 65℃ プール水冷却系１系列運転時の設計 高温度となる水温を設定した。 

初期水位 通常水位－0.80ｍ 

通常運転時の管理上の水位の下限値である通常水位－0.05ｍを基準とし，サ

イフォン効果による燃料貯蔵プール等の水の漏えいが発生し水位が低下した

後，スロッシングによる燃料貯蔵プール等の水の漏えいによる水位低下が発

生すると想定し，通常水位－0.80ｍを設定した。 
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第 11.2.2.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」に係る主要評価条件（２／２） 

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

機
器
の
条
件 

保有水量 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,229ｍ３ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用） 

 約 2,168ｍ３ 

燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及び

ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,233ｍ３ 

通常運転時の運用を踏まえ，燃料貯蔵プール等が連結されているものとす

るが，燃料貯蔵プール等の水の沸騰までの時間においては，個別の燃料貯蔵

プールの保有水量のみを考慮し，燃料貯蔵プール間の熱の移動がないものと

して，閉めた状態を考慮した保有水量を設定した。 

燃料貯蔵プール等に設置され

る水板及び蓋 

止水板の高さを越える溢水の戻り

は考慮せず，蓋の溢水の抑制は考

慮しない 

燃料貯蔵プール等の周辺に設置する止水板の高さを越える溢水は燃料貯蔵

プール等への戻りを考慮しないこと，また，スロッシングによる溢水を抑制

する蓋は，その効果を考慮しない 

操
作
の
条
件 

代替補給水設備（注水） 

による燃料貯蔵プール等への 

注水開始 

事象発生から 

21 時間 30 分後 

燃料貯蔵プール等が沸騰する前までに注水操作を実施するものとして，事象

発生の確認，移動に必要な時間を考慮して設定した。 
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第 11.2.2.1－２表 燃料貯蔵プール等が沸騰に至るまでの時間（想定事故２） 
 
建屋 機器グループ 機器名 沸騰に至るまでの

時間 

使用済燃料受入れ 

・貯蔵建屋 

燃料仮置きピット 燃料仮置きピット A 
対象外※ 

燃料仮置きピット B 
対象外※ 

燃料貯蔵プール 燃料貯蔵プール（BWR 燃料用） 
約 57 時間 

燃料貯蔵プール（PWR 燃料用） 
約 35 時間 

燃料貯蔵プール（BWR／PWR 燃料用） 
約 59 時間 

燃料送出しピット 燃料送出しピット（BWR 燃料） 
対象外※ 

燃料送出しピット（PWR 燃料） 
対象外※ 

※燃料貯蔵プール等の水の沸騰に至るまでの時間が最も短くなるよう，燃料貯蔵プールにのみ使用済燃料を配置す

ることを想定することから，ピットは対象外とした 
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第11－１図　プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備の系統概要図

・

冷却塔Ａ

冷却塔Ｂ

第１非常用

ディーゼル発電機Ａ

安全冷却水系

冷却水循環ポンプ
プール水冷却系

ポンプ

補給水設備 補給水槽

燃料貯蔵プール等

熱交換器

建屋

建屋

第１非常用

ディーゼル発電機B
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第11－２図　代替補給水設備（注水）による注水　系統概要図

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

（建屋境界）

燃料貯蔵プール等

第１貯水槽又は第２貯水槽

可搬型中型

移送ポンプ

可搬型建屋内ホース 可搬型建屋外ホース
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第11.1.1－１図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の対処手順の概要（想定事故１）

：操作・確認

：判断

：監視

凡例

冷却機能・注水機能の
喪失判断

燃料貯蔵プール
等監視継続

・可搬型中型移送ポンプの設置及び軌道確認
・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
・可搬型建屋外ホースの敷設（ホース展張車進入不可部分
を人手による運搬敷設）

・可搬型中型移送ポンプの試運転及び状態確認
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型建屋内ホースと可搬型
建屋外ホースとの接続

・可搬型燃料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵
プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カ
メラ及び可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計設置
・可搬型発電機設置
・ケーブル敷設，接続

事前配備の開始

降灰予報の発表

冷却機能喪失の
確認

注水機能喪失の
確認

燃料貯蔵プール等の
状態確認

代替補給水設備（注水）の
配備完了・注水開始

（評価上の時刻）

（0秒）

（10分）

（21時間30分）

燃料貯蔵プール等の
水位維持

代替補給水設備（注水）による注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。
復旧後は，プール水冷却系及び安全冷却水

系による冷却を実施する。

・代替補給水設備（注水）流量確認
・水の供給流量の調整

携行型の監視設備
による監視

監視設備による監視

・携行型の監視設備（可搬型水位計（超音波式），
可搬型水位計（メジャー），可搬型水温計及びガ
ンマ線サーベイ メータ）による燃料貯蔵プール等
の状態監視継続

事象発生

全交流動力電源の喪失
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作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.1.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（1/3） 75



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

24:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00 37:00 38:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:00 47:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.1.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（2/3） 76



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

48:00 49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 55:00 56:00 57:00 58:00 59:00 60:00 61:00 71:0062:00 63:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 69:00 70:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.1.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（3/3） 77



作業名 作業班 要員数

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム缶等）へ
の燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（前処理建屋用1台，
分離建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への燃
料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（分離建屋用1台，ウラン・
プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用
1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への燃
料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（前処理建屋用1台，使用
済燃料の受け入れ・貯蔵建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム缶等）へ
の燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（前処理建屋又は高
レベル廃液ガラス固化建屋用1台及び可搬型空冷ユニット用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動(使用済燃料受
入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋用1台並びに高レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動(前処理建屋用
1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動(分離建屋，精
製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排水用1台並びに高
レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油2班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(前処理建屋排水用1台)

燃料給油2班 1

・ホイール ローダの確認
建屋外1班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外1班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処理
建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外2班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処理
建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外2班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外4班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処理
建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外6班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処理
建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外6班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外6班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋,（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処理建屋
及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）（アクセスルトの状態を確認
し、建屋外4～8班の要員9名内3名にて、アクセスルトの状態を確認
し、整備を行う）

建屋外4班　建屋
外5班　建屋外6班
建屋外7班　建屋
外8班

3

作業名 作業班 要員数

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車の確認 建屋外2班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（分離建屋，精
製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設，アクセスルー
ト整備の資機材運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・第１貯水槽，第２貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外
ホース，可搬型排水受槽，中型移送ポンプ運搬車及びホース展張
車の確認

建屋外3班 建屋外
4班 建屋外5班 建
屋外6班

8

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建屋，精製建屋
及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外3班 建屋外
4班 建屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外6班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外4班 建屋外
5班 建屋外6班 建
屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外4班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による搬送，設置及び可搬型建屋外
ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外1班 建屋外
4班

4

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベル廃液ガラス
固化建屋)

建屋外3班 建屋外
4班 建屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（高レベル廃
液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（高レベル廃液
ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外4班 建屋外
5班 建屋外6班 建
屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガラス固化建屋） 建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋外
ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接続（高レベル廃
液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建屋） 建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（高レベル廃
液ガラス固化建屋）

建屋外1班 2

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 28:00 29:008:00 9:00 10:00 11:00 37:0025:00 30:0026:00 27:00

27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00 37:00

31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00

25:00 26:009:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00

建屋外

建屋外

18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 24:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

23:00 24:0012:00 13:00 14:00 15:00

・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・他作業場所にて、対策を実施

・他作業場所にて、対策を実施

・作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施
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作業名 作業班 要員数

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（使用
済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外7班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（使用済み燃料受入
れ・貯蔵建屋）

建屋外4班 建屋外
5班 建屋外7班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（使用
済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（使用済み燃
料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（使用済み燃
料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（使用済
み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班 建屋外
5班 建屋外6班 建
屋外7班

8

・可搬型建屋外ホースの敷設（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋
ホース展張車侵入不可部分を人手による運搬敷設）

建屋外4班 建屋外
5班 建屋外6班 建
屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

建屋外4班 建屋外
5班

4

・水の供給流量の調整（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）
建屋外4班 建屋外
8班

3

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（使用済み燃
料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ可搬型中型移送
ポンプの運搬

建屋外4班 2

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外5班 建屋外
6班 建屋7外班

6

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（前処
理建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理建屋）
建屋外4班 建屋外
5班 建屋外7班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（前処
理建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（前処理建屋） 建屋外4班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（前処理建屋） 建屋外4班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（前処理
建屋）

建屋外4班 建屋外
5班 建屋外6班 建
屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋） 建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋）
建屋外4班 建屋外
5班

4

・可搬型排水受槽と可搬型建屋外ホースの接続（前処理建屋）
建屋外4班 建屋外
5班

4

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（前処理建
屋）

建屋外4班 建屋外
5班

4

・水の供給流量の調整（前処理建屋）
建屋外4班 建屋外
8班

3

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（前処理建
屋）

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建屋，精製建屋
及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベル廃液ガラス
固化建屋）

建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（前処
理建屋）

建屋外7班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理建屋）
建屋外5班 建屋外
6班 建屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業（前処
理建屋）

建屋外2班 2

16:00 26:00 27:00 28:0014:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 15:00 42:00

建屋外

17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 24:00 25:008:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 41:0029:00 30:00

・他作業場所にて、対策を実施

・他作業場所にて、対策を実施

・他作業場所にて、対策を実施
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第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（１／12）

燃料貯蔵プール等水位低下

プール水冷却系
機能喪失

安全冷却水系
機能喪失

① ④

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)

：OR条件

：AND条件

１

プール水冷却系
A系機能喪失

プール水冷却系
B系機能喪失

２ ３

安全冷却水系
A系機能喪失

安全冷却水系
B系機能喪失

４

補給水設備
機能喪失

５

燃料貯蔵プール等
小規模漏えい
（想定事故２）

７

燃料貯蔵プール等
冷却機能及び注水機能喪失

（想定事故１）

②

冷却機能喪失 注水機能喪失

給水処理設備
機能喪失

６
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プール水冷却系
ポンプＡ機能喪失

プール水冷却系
ポンプＣ機能喪失

熱交換器Ａ
機能喪失

熱交換器Ｃ
機能喪失

配管破断

電気設備Ａ損傷

８

10 10 地
震

地
震

地
震

：OR条件

：AND条件

プール水冷却系A系
機能喪失

⑦

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（２／12）

１

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（３／12）

プール水冷却系
ポンプB機能喪失

プール水冷却系
ポンプＣ機能喪失

熱交換器B
機能喪失

熱交換器Ｃ
機能喪失

配管破断

電気設備B損傷

９

10 10 地
震

地
震

地
震

：OR条件

：AND条件

プール水冷却系B系
機能喪失

⑦

２

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)

82



安全冷却水系
ポンプＡ機能喪失

安全冷却水系
ポンプＣ機能喪失

熱交換器Ａ
機能喪失

熱交換器Ｃ
機能喪失

配管破断

電気設備Ａ損傷

８

10 10 地
震

地
震

地
震

：OR条件

：AND条件

安全冷却水系A系
機能喪失

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（４／12）

冷却塔Ａ機能喪失

10

３

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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安全冷却水系
ポンプB機能喪失

安全冷却水系
ポンプＣ機能喪失

熱交換器B
機能喪失

熱交換器Ｃ
機能喪失

配管破断

電気設備B損傷

９

10 10 地
震

地
震

地
震

：OR条件

：AND条件

安全冷却水系B系
機能喪失

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（５／12）

冷却塔B機能喪失

10

４

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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補給水設備
ポンプＡ機能喪失

補給水設備
ポンプB機能喪失

配管破断 電気設備Ａ損傷

８10 10 地
震

：OR条件

：AND条件

補給水設備
機能喪失

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（６／12）

５

補給水槽
破損

地
震

電気設備B損傷

９

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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給水処理設備
ポンプＡ機能喪失

給水処理設備
ポンプB機能喪失

配管破断 電気設備Ａ損傷

８10 10 地
震

：OR条件

：AND条件

給水処理設備
機能喪失

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（７／12）

６

純水貯槽
破損

地
震

電気設備B損傷

９

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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燃料貯蔵プール等
小規模漏えい
（想定事故２）

燃料貯蔵プール等の
スロッシング

⑦

燃料貯蔵プール等の
サイフォン効果

地
震

：OR条件

：AND条件

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（８／12）

地
震

７

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)

配
管
漏
え
い

燃料貯蔵プール等の
サイフォン効果

補給水設備
機能喪失

動
的
機
器
の
多
重
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第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（９／１２）

：OR条件

：AND条件

電気ケーブル
（生産系）

損傷

電気盤類
（生産系）

損傷

⑤

電気設備A
損傷

８

外部電源喪失

電路損傷 外部電源喪失

地
震

地
震

非常用A系
機能喪失

電気ケーブル
（安全系）
損傷

電気盤類
（安全系）

損傷

電路損傷

第１非常用
Ｄ／ＧーＡ
機能喪失

地
震

地
震

10

動力喪失

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（10／12）

：OR条件

：AND条件

電気ケーブル
（生産系）

損傷

電気盤類
（生産系）

損傷

⑤

電気設備Ｂ損傷
９

外部電源喪失

電路損傷 外部電源喪失

地
震

地
震

非常用Ｂ系
機能喪失

電気ケーブル
（安全系）
損傷

電気盤類
（安全系）

損傷

電路損傷

第１非常用
Ｄ／ＧーＢ
機能喪失

地
震

地
震

10

動力喪失

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（11／12）

：OR条件

：AND条件

10

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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プールの保持機能喪失 ⑥

燃料貯蔵プール等水位維持不可
（大規模漏えい）

④③

燃料貯蔵プール等損傷

第11.1.2.1－１図 機能喪失原因対策分析（12／12）

：OR条件

：AND条件

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処手段
①代替補給水設備（注水）による注水（SA)
②消火設備による注水
③代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ（SA)
④燃料貯蔵プール等の状態監視（SA)
⑤共通電源車を用いた冷却機能等の回復
⑥資機材による漏えい緩和
⑦サイフォンブレーカによる漏えい抑制（SA)
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第11.1.2.2－１図　想定事故１における燃料貯蔵プール等水位の推移
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部
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ら
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水
位
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」

事故後の時間[h]

事象発生から21時間30分後

代替補給水設備（注水）による注水に

より，通常水位へ水位維持

事象発生から約39時間後

燃料貯蔵プール水温が100℃に到達し，

沸騰による水位低下開始

可搬型中型移送ポンプの間欠運転又は

流量調整により通常水位を目安に水位

を確保し，安定状態を維持

以降，水位維持を継続
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第11.1.2.2－２図　想定事故１における燃料貯蔵プール等水温の推移
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第 11.1.2.2－３図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想

定事故１）」における燃料貯蔵プール等の

水位と線量率 
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燃料有効長頂部からの水位[ｍ]

通常水位

使用済燃料集合体からの

線量率が支配的な水位

プール水からの線量率の寄与が低

下し、線量率が若干低下する水位

放射線の遮蔽が

維持される水位

通常水位から

約5.0ｍ下

約5.0ｍ約2.4ｍ
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第 11.2.1－１図 プール水冷却系の吸込み側配管と吐出し側配

管の位置関係 概要図 

使 用 済 燃 料 集 合 体  

プ ー ル 水 の  
流 れ  

サ イ フ ォ ン  ブ レ ー カ 孔  

通 常 水 位  

プ ー ル 水 冷 却 系 吐 出 し 側 配 管  

プ ー ル 水 冷 却 系 吸 込 み 側 配 管  

① プ ー ル 水 冷 却 系 吐 出 し 側 配 管 が 破 断 し た 場 合  
 プ ー ル 水 は サ イ フ ォ ン 効 果 に よ り 流 出 す る が ， サ イ フ ォ ン  ブ レ ー カ  
孔 位 置 で 流 出 は 停 止 す る 。  
 
② プ ー ル 水 冷 却 系 吸 込 み 側 配 管 が 破 断 し た 場 合  
 当 該 配 管 は 越 流 せ き に 接 続 し て い る こ と か ら ， 越 流 せ き を 介 し て プ ー ル  
水 の 小 規 模 な 漏 え い が 発 生 し ， 越 流 せ き に 到 達 す る こ と で 小 規 模 漏 え い が  
停 止 す る 。  
 

越 流 せ き  

： 破 断 箇 所 の 想 定  
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第11.2.1－２図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の対応手順の概要（想定事故２）

：操作・確認

：判断

：監視

凡例

燃料貯蔵プール等の小規模漏え
いの判断

燃料貯蔵プール
等監視継続

・可搬型中型移送ポンプの設置及び軌道確認
・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
・可搬型建屋外ホースの敷設（ホース展張車進入不可部分
を人手による運搬敷設）

・可搬型中型移送ポンプの試運転及び状態確認
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型建屋内ホースと可搬型
建屋外ホースとの接続

・可搬型燃料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵
プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カ
メラ及び可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計設置
・可搬型発電機設置
・ケーブル敷設，接続

初動対応の開始

事象発生

燃料貯蔵プール等の
状態確認

代替補給水設備（注水）の
配備完了・注水開始

（評価上の時刻）

（0秒）

（10分）

（21時間30分）

燃料貯蔵プール等の
水位維持

・代替補給水設備（注水）流量確認
・水の供給流量の調整

携行型の監視設備
による監視

監視設備による監視

・携行型の監視設備（可搬型水位計（超音波式），
可搬型水位計（メジャー），可搬型水温計及びガ
ンマ線サーベイ メータ）による燃料貯蔵プール等
の状態監視継続

代替補給水設備（注水）による注水
を継続し，機能喪失している設備の
復旧に努める。復旧後は，プール水
冷却系及び安全冷却水系による冷却

を実施する。

補給水設備の機能喪失 プール水冷却系の機能喪失
安全冷却水系の機能喪失

代替補給水設備（注水）の
配備指示
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作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:008:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.2.1－３図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故２）に係る作業と所要時間（1/3） 97



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

44:00 45:00 46:00 47:0035:00 36:00 37:00 38:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:0026:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:0024:00 25:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.2.1－３図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故２）に係る作業と所要時間（2/3） 98



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

71:0062:00 63:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 69:00 70:0053:00 54:00 55:00 56:00 57:00 58:00 59:00 60:00 61:0048:00 49:00 50:00 51:00 52:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.2.1－３図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故２）に係る作業と所要時間（3/3） 99



対策 作業 要員数

２

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアクセ
スルート(南ルート)の確認 ２

経過時間(時間)

備　　考

全建屋共通

・出動指示まで車両内での待機

３

水供給

・ホイール ローダの確認

３

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ３

第１貯水槽又は第
２貯水槽から各建
屋へのアクセス
ルートの整備

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアクセ
スルート(北ルート)の確認

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建
屋，及び前処理建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

３

建屋外7班

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

６

水供給

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車の
確認 ２ 全建屋共通

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

２

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設，
アクセスルート整備の資機材運搬（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

２

・第１貯水槽，第２貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，
可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，中型移送ポン
プ運搬車及びホース展張車の確認

８

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

・可搬型排水受槽の運搬車による搬送，設置及び可搬
型建屋外ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及びウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

６

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

６

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋） ４

経過時間(時間)

備　　考

６

２

８

作業班

建屋外2班

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5
班 建屋外6班

建屋外2班

建屋外2班

建屋外1班
建屋外4班

建屋外3班

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

建屋外6班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

建屋外4班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外1班

建屋外1班
建屋外8班

建屋外1班
建屋外8班

建屋外1班
建屋外8班

建屋外1班
建屋外8班

燃料給油班

対策 作業 作業班 要員数

水の供給
・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

２

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

水供給及び回収の
準備

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00

▽事象発生

11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00

0:35

0:35

0:10

0:20

1:30 1:30

0:40

▽事象発生
精製建屋

対策の制限時間(蒸発乾固)
分離建屋

対策の制限時間(蒸発乾固)

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

対策の制限時間(蒸発乾固)
▽ ▽

0:20

0:10

0:30

0:20

1:00 1:00

0:30

0:30

▽

1:00

0:30

1:00

0:10

0:30

1:30 2:00

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00

32:00 34:00 36:00 38:0033:00 35:00 37:00

34:00 36:00 38:0033:00 35:00 37:00

「精製建屋」「分離建屋」「ウランプルトニウム混合脱硝建屋」水供給開始
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・可搬型建屋外ホースの状態確認（使用済み燃料受入
れ・貯蔵建屋）

建屋外4班
建屋外5班 ４

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班

２

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

８

・可搬型中型移送ポンプの試運転（使用済み燃料受入
れ・貯蔵建屋）

建屋外1班

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（使用済
み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

６

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外6班

２

２

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋）

建屋外1班

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（高レベル廃液ガラス固化建屋） ８

水供給及び回収の
準備

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋) ６

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬
型建屋外ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

６

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接続
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

２

建屋外1班

建屋外3班

２

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ可
搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班

２

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置及
び起動確認

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

６

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

８

・可搬型建屋外ホースの敷設（使用済み燃料受入れ・
貯蔵建屋　ホース展張車侵入不可部分を人手による運
搬敷設）

・水の供給流量の調整（使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

建屋外4班
建屋外5班 ３

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班

２

建屋外8班
建屋外9班

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

故障時バックアップ
可搬型中型移送ポ

ンプの設置

水の供給

備　　考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間

建屋外6班

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

２

経過時間(時間)

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

建屋外6班

対策 作業 作業班 要員数

水供給

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

６

水供給の準備

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

水の供給

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋）

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外6班

２

２

６
建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

▽事象発生

高レベル廃液ガラス固化建屋
対策の制限時間(蒸発乾固)

▽

0:10

0:30

0:30

1:00 1:00

1:00

1:00

1:00

0:20

1:00

1:30

0:30

▽事象発生

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00

0:10

0:30

0:30

0:30

1:30

0:30

0:30

1:00

0:30

0:30

1:00

0:30

使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋
対策の制限時間(蒸発乾固)

▽

34:00 36:00 38:0033:00 35:00 37:00

「高レベル廃液ガラス固化建屋」水供給開始

「使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋」水供給開始
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・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（前処理建屋）

４

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続
（前処理建屋） ４

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋）

２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋）

４

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（前処理建屋） ２

建屋外1班

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（前処理建屋） ２

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（前処理建屋） ２

要員数

建屋外4班
建屋外8班

建屋外4班
建屋外5班

建屋外4班
建屋外5班

建屋外4班
建屋外5班

・可搬型排水受槽と可搬型建屋外ホースの接続（前処
理建屋）

建屋外6班

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

作業 作業班

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理
建屋） ６

建屋外1班

水の供給

・水の供給流量の調整（前処理建屋）

３

水供給及び回収の
準備

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（前処理建屋） ２

２

８

経過時間(時間)

備　　考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間

水供給

建屋外6班

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（前処理建屋） 1:00

0:10

0:30

0:20

1:00

1:00

1:00

0:40

0:30

0:30

1:00

1:00

▽事象発生▽事象発生

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00 34:00 149:0033:00 147:00 148:00

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固)▽

「前処理建屋」水供給開始
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・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理
建屋） ６

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

建屋外3班・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（高
レベル廃液ガラス固化建屋）

備考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

水供給 ６

２

排水の循環

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

６

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋）

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（前
処理建屋） ２

建屋外6班

建屋外5班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外2班

対策

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（前処理建屋）

建屋外7班

２

作業

建屋外2班

作業班 要員数

経過時間(時間)

▽事象発生

0:30

1:00

0:30

0:30

0:30

0:30

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:0025:00 27:00 149:00147:00 148:00 152:00150:00 151:00 155:00153:00 154:00

▽

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固)
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第11.2.2.2－１図　想定事故２における燃料貯蔵プール等水位の推移
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燃
料
有
効
長
頂
部
か
ら
の
水
位
[ｍ

」

事故後の時間[h]

可搬型中型移送ポンプの間欠運転又

は流量調整により水位を確保し，安

定状態を維持

以降，水位維持を継続

事象発生から21時間30分後

代替補給水設備（注水）による注水に

より，水位を回復し維持

越流せき上端である通常水位－0.40ｍ

を目安に注水し，水位を回復し維持す

る

事象発生から約35時間後

燃料貯蔵プール水温が100℃に到達

し，沸騰による水位低下開始

評価上、サイフォン効果によりサイフォン

ブレーカ孔位置まで水位低下し，その後，

スロッシングにより燃料貯蔵プール等の水

の漏えいが発生することを想定し， 終的

に通常水位－0.80ｍの位置で水位低下が停

止する。
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第11.2.2.2－２図　想定事故２における燃料貯蔵プール等水温の推移
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事象発生から約35時間後

燃料貯蔵プール水温が100℃に到達
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第 11.2.2.2－３図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想

定事故２）」における燃料貯蔵プール等の

水位と線量率 
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通常水位

使用済燃料集合体からの

線量率が支配的な水位

プール水からの線量率の寄与が低

下し、線量率が若干低下する水位

放射線の遮蔽が

維持される水位

通常水位から

約5.0ｍ下

約5.0ｍ約2.4ｍ

サイフォン後、スロッシン

グが発生したときの水位
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再処理施設　　補足説明資料リスト

資料№ 名称

補足説明資料11-2 ゲートの設置状態を考慮した場合の有効性評価への影響について

補足説明資料11-4 有効性評価における貯蔵容量の設定根拠について

補足説明資料11-5
重大事故等において考慮する燃料貯蔵プール等のスロッシング収束後の水位の算出
について

補足説明資料11-7 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における線量評価について
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ゲートの設置状態を考慮した場合の有効性評価への影響について  

 

１．燃料貯蔵プール等の配置およびゲートの運用について 

  燃料貯蔵プール等は燃料移送水路を介して全て連結され，通常運転時においてはこ

れらの燃料貯蔵プール等と燃料移送水路は繋がった状態で使用済燃料の取扱いを行

う。なお，万一，燃料貯蔵プール等の補修が必要となった場合に備え，ピットやプー

ルを隔離するためのピットゲート及びプールゲートを設置しているものの，これらは

通常運転時に使用することはない。 

  しかしながら，仮に燃料貯蔵プール等の補修時を想定しピットゲート及びプールゲ

ートが設置された場合における，有効性評価への影響について評価する。 

  燃料貯蔵プール等に設置されるピットゲート及びプールゲートの通常運転時の保

管場所及び設置された場合の設置位置ついて図１に示す。上述のとおり，通常運転時

は燃料貯蔵プール等と燃料移送水路間のゲートは設置されておらず，燃料貯蔵プール

等は燃料移送水路を介して全て連結された状態となっている。 

  

 

図１ 燃料貯蔵プール等のゲート配置図 
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２．有効性評価への影響 

  有効性評価の項目である「機器の条件」の不確かさとして，ゲートが設置された状

態における沸騰までの時間及び蒸発量について以下のとおり示す。また，「操作の条

件」の不確かさについても同様に示す。 

 (１) 沸騰時間の評価 

   沸騰に至るまでの時間の評価においては，保有水量及び崩壊熱量並びに水の比熱

等を用いた簡便な計算により算出される。沸騰に至るまでの時間は，保有水量が大

きく，崩壊熱量が小さいほど長くなる。 

   ゲートが設置されていない状態における沸騰時間の評価においては，燃料貯蔵プ

ールと隣接する燃料移送水路及びピット間の水の出入りに不確かさがあることか

ら，安全側に燃料貯蔵プールと隣接する燃料移送水路及びピットの保有水の混合は

考慮せず，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及

び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）それぞれが単体で保有する保有

水量を用いている。 

   ゲートが設置された状態においても，保有水量の範囲はゲートが設置されていな

い状態の評価と同様である。また，このときの各燃料貯蔵プールの崩壊熱量も同様

であることから，ゲート設置有無に係わらず沸騰に至るまでの時間は同様の評価と

なっており、不確かさはない（図２）。 

 

図２ 保有水量の範囲 
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   以上より，沸騰時間の評価においてはゲートの設置有無に係わらず保有水量の範

囲が同じであり，また，崩壊熱量も同様であることから，不確かさはない。さらに，

沸騰時間の算出では各燃料貯蔵プールからの放熱は考慮せず，断熱評価を実施して

いることから，沸騰までの時間は延びる方向となる。このため，実施組織要員の操

作時間への余裕は大きくなる。 

 

 (２) 蒸発量の評価 

   蒸発量の評価においては，崩壊熱及び比熱等を用いた簡便な計算により算出され，

崩壊熱量が小さいほど，蒸発量は小さくなる。 

   ゲートが設置されていない状態における蒸発量については，燃料貯蔵プール等が

燃料移送水路を介して全て連結され，蒸発による水位低下は燃料貯蔵プール等全体

で起こる。このため，燃料貯蔵プール全体の貯蔵量である 3,000ｔ・ＵＰｒが容量い

っぱいに貯蔵されたときの崩壊熱量として 5,420ｋＷを設定し，このときの崩壊熱

による保有水の蒸発量は約 10ｍ３／ｈであり，燃料貯蔵プール等全体の表面積より

水位低下量は約５ｍｍ／ｈとなる。 

   ゲートが設置された状態では，各燃料貯蔵プールが独立した状態となることから，

蒸発が発生する範囲が燃料貯蔵プールに限定される。この場合， も崩壊熱量が大

きい燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）における崩壊熱量は 2,450ｋＷを設定し，こ

のときの崩壊熱による保有水の蒸発量は約４ｍ３／ｈであり，燃料貯蔵プール及び

隣接するピットの表面積より水位低下量は約 12ｍｍ／ｈとなる。 

   以上より，蒸発量の算出においては，ピットゲート及びプールゲートが設置され

ることにより各燃料貯蔵プールが独立し，各燃料貯蔵プールが保有する崩壊熱量に

より蒸発が発生するものの，その蒸発量は崩壊熱量が も大きい燃料貯蔵プール

（ＰＷＲ燃料用）において約４ｍ３／ｈである。この場合，ゲートが設置されてい

ない状態と比較して燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）における水位低下量が増加す

るものの，これによらず可搬型中型移送ポンプによる注水を実施し水位を維持する

ことから，実施組織要員の操作時間に与える影響はない（次頁図３）。 
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   なお，燃料貯蔵プールによる蒸発は，燃料貯蔵プールの水温が 100℃に到達した

後の蒸発量となる。仮に，プールゲートが設置された状態における燃料貯蔵プール

（ＰＷＲ燃料用）での沸騰までの時間は想定事故２において約 35 時間であり，そ

の後，約４ｍ３／ｈ（12ｍｍ／ｈ）で水位低下が発生する。燃料貯蔵プールへの注

水は 21 時間 30 分後から実施することから，燃料貯蔵プールにおける水位低下はほ

とんどなく，燃料有効長頂部を冠水できる水位（通常水位－7.4ｍ）及び放射線を

遮蔽できる水位（通常水位－5.0ｍ）は確保される。 

 

 (３) 操作の条件 

   想定事故１及び想定事故２への対処である燃料損傷防止対策は，代替補給水設備

（注水）における燃料貯蔵プール等への注水を実施し、水位を維持する。 

   ゲートが設置されていない状態においては，燃料貯蔵プール等が燃料移送水路を

介して全て連結していることから，いずれかのピット又はプールに注水することに

より全てのピット及びプールの水位を維持することができる。このため，敷設する

可搬型建屋内ホースは１ラインで燃料貯蔵プール等への水位維持が可能である（図

４）。 

   ゲートが設置された状態においては，独立したピット及びプールそれぞれに対し

 

図３ 燃料貯蔵プール等から蒸発が発生する範囲 
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て，可搬型建屋ないホースによるラインを構築する必要がある。 もライン数が多

くなる状態は，燃料貯蔵プール等と燃料移送水路がゲートにより区切られた状態と

なり，このときのライン数は５ラインとなる（図５）。 

   このため，ゲートが設置された状態における可搬型建屋内ホースの敷設ラインが

増加することにより，敷設に係る作業時間が長くなる。しかしながら，重大事故が

発生した場合において，ゲートの設置有無についてはあらかじめ分かっていること

から，可搬型建屋内ホースの運搬が完了した時点で敷設に着手することで，屋外で

 

図４ ゲートが設置されていない状態での敷設ライン 

 

図５ ゲートが設置された状態での敷設ライン 
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の可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋外ホースの敷設完了に合わせ，燃料貯蔵プ

ール等へ注水が可能であることから，ゲート設置有無に係わらず 21 時間 30 分後か

ら代替注水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水が可能である（図６）。 

 

３．その他の影響 

 (１) 臨界評価 

  プール・ピットに設置されているラックをモデル化し評価している。評価において

ゲートの状態は考慮不要であることから影響はない。 

 (２) 線量評価 

  線源である使用済燃料が貯蔵されている燃料貯蔵プールをモデル化し評価してい

る。評価においてゲートの状態は考慮不要であることから影響はない。 

 (３) 温度評価 

プールからの熱が燃料貯蔵エリアの空間へ移行し温度が上昇することを評価し

ており、表面積が大きいほど空間への熱の移動が多くなることから，評価において

全てのプール・ピットの表面積を考慮している。ゲートにより閉鎖して補修を行う

場合は，補修対象の水が抜き出されプール・ピットの表面積が少なくなることから

安全側となる。このため影響はない。 

図６ ゲートが設置された状態における作業への影響（タイムチャート抜粋） 

設備の運搬が完了

次第，ホース敷設

を開始する。 
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有効性評価における貯蔵容量の設定根拠について  

 

１．事業指定申請書における 大貯蔵能力について 

 事業指定申請書において，使用済燃料の燃料貯蔵施設における貯蔵容量

は以下のとおりである。 

 燃料貯蔵プール貯蔵容量：3,000ｔ・ＵＰｒ 

             ＢＷＲ使用済燃料集合体：1,500ｔ・ＵＰｒ 

             ＰＷＲ使用済燃料集合体：1,500ｔ・ＵＰｒ 

（事業指定申請書 本文「ニ．(３)(ⅱ)(ｂ)」及び添付書類六「第 3.3－２表」） 

 

２．有効性評価における各燃料貯蔵プールの貯蔵容量の設定について 

 使用済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プールは，ＢＷＲ燃料用（１基），ＰＷＲ

燃料用（１基），ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用（１基）の合計３基で構成さ

れている。 

 ＢＷＲ燃料用（１基）はＢＷＲ使用済燃料集合体のみを，ＰＷＲ燃料用

（１基）はＰＷＲ使用済燃料集合体のみを貯蔵できる燃料貯蔵プールとな

っており，ラック容量からＢＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＢ

ＷＲ使用済燃料，ＰＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＰＷＲ使用

済燃料が貯蔵できる容量を有する。 

 １．に記載のとおり，燃料貯蔵プール貯蔵容量は 3,000ｔ・ＵＰｒである

こと，また，ＢＷＲ使用済燃料集合体及びＰＷＲ使用済燃料集合体の貯蔵

容量はそれぞれ 1,500ｔ・ＵＰｒずつであり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料

用）及び燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）で各々1,000ｔ・ＵＰｒ貯蔵でき

ることから，残りのＢＷＲ使用済燃料 500ｔ・ＵＰｒ及びＰＷＲ使用済燃料

燃料 500ｔ・ＵＰｒを燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の貯
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蔵量として設定する（表１）。 

表１ 有効性評価における各燃料貯蔵プールの貯蔵容量の設定 

燃料種別 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

ＢＷＲ使用済燃料集合体 1,000  500 

ＰＷＲ使用済燃料集合体  1,000 500 

各プールの貯蔵量[t・UPr] 1,000 1,000 1,000 

貯蔵容量[t・UPr] 3,000（ＢＷＲ：1,500，ＰＷＲ；1,500） 

 

３．沸騰時間評価結果について 

 ２．の貯蔵容量により，各燃料貯蔵プールでの沸騰時間を算出した結果

を表２に示す。算出した沸騰時間に対し，代替補給水設備（注水）による

注水は 21 時間 30 分で可能であることから，対策は実施可能であることを

確認した。 

表２ 各燃料貯蔵プールにおける崩壊熱量と沸騰時間 

各プールの崩壊熱量と 

沸騰時間 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

崩壊熱量[kW] 1,490 2,450 1,480 

沸騰時間[h] 

（想定事故２） 
約 57 約 35 約 59 
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４．貯蔵容量の不確かさについて 

 設工認申請書において，各燃料貯蔵プールの燃料種別ごとの貯蔵体数は

以下のとおりとなっている（表３）。 

表３ 各燃料貯蔵プールにおける使用済燃料集合体の 大貯蔵体数 

燃料種別 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

貯蔵体数[体] 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

貯蔵体数[体] 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

貯蔵体数[体] 

ＢＷＲ使用済燃料集合体 6,149  2,491 

ＰＷＲ使用済燃料集合体  2,408 1,180 

 

 既許可の安全審査において「輸送用破損燃料収納缶内部水放射性物質量

の設定について」説明しており，ＢＷＲ使用済燃料集合体及びＰＷＲ使用

済燃料集合体の１体あたりの照射前ウラン重量（ｔ・ＵＰｒ／体）は以下の

とおりとしている。 

  ＢＷＲ使用済燃料集合体 ： 0.175（ｔ・ＵＰｒ／体） 

  ＰＷＲ使用済燃料集合体 ： 0.460（ｔ・ＵＰｒ／体） 

 上記を適用した場合，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プ

ール（ＰＷＲ燃料用）においては，２．で設定した貯蔵容量を超過する可

能性があることから，これを不確かさとして評価した結果，もっとも沸騰

時間が短い結果となる燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）において約 34 時間

となるものの，可搬型中型移送ポンプによる注水が完了できる 21 時間 30

分に対して余裕がある。 

 以上から，貯蔵容量の不確かさを考慮しても，注水は十分可能であるこ

とを確認した。 
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１ . 概  要  

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設（以下，「Ｆ施設」とい

う。）における重大事故等の想定事象２では，スロッシングによ

る溢水量を考慮した水位を評価条件としている。スロッシングに

よる溢水量の評価については、以下に示す使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋に設置しているピットやプール等（以下，「燃料貯蔵プー

ル等」という。）を対象として評価を行っている。 

本補足説明資料は，スロッシング収束後の水位を求める評価手

法について説明する。 

・ 燃料取出しピットＡ，Ｂ 

・ 燃料仮置きピットＡ，Ｂ 

・ 燃料移送水路 

・ 燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用） 

・ 燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

・ 燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用） 

・ チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット 

（チャンネルボックス用） 

・ チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット 

（バーナブルポイズン用） 

・ チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット 

（チャンネルボックス及びバーナブルポイズン用） 

・ 燃料送出しピット 

・ 増設ピット 

・ 上記プール，ピット及び水路間の水路 
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２ . スロッシング収束後の水位の評価方法 

２．１ 評価内容 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（以下「ＦＡ建屋」という。）の

燃料貯蔵プール等を評価範囲とし，第２．１－１図に示す評価手

順で速度ポテンシャル理論による溢水量を求めスロッシング収

束後の水位を算出する。 

Ｆ施設の燃料貯蔵プール等の構造体としては全て繋がった構

造であるが，１２種類の構造体に分割しそれぞれの燃料貯蔵プー

ル等の固有周期を求め，固有周期に基づく応答加速度から 大波

高を算出し，燃料貯蔵プール等の周辺に設置する止水板を超える

溢水高さから燃料貯蔵プール等の溢水量を求め，それぞれの燃料

貯蔵プール等の溢水量を合計することで燃料貯蔵プール等全体

の溢水量を求める。求めた溢水量から燃料貯蔵プール等の水面高

さを求めスロッシング後の水位を算出する。 
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第２．１－１図 スロッシング後の水位の評価フロー図 

  

分割した燃料貯蔵プール等の

固有周期算出

固有周期に基づく応答加速度

を抽出

ＦＡ建屋

地震応答解析

基準地震動Ｓｓ×1.2

燃料貯蔵プール等の設置基準

床の床応答スペクトルの作成

分割した燃料貯蔵プール等の

スロッシングによる 大波高

を算出

燃料貯蔵プール等を12種類の

構造体へ分割する。

分割した燃料貯蔵プール等の

スロッシングによる溢水量を

合計

水面の高さを算出し，スロッ

シング後の水位を算出

分割した燃料貯蔵プール等の

スロッシングによる溢水量の

算出
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２．２ 評価条件 

速度ポテンシャル理論によるスロッシングの評価において評

価に用いる地震動は基準地震動Ｓｓに対して 1.2 倍した地震動

とする。 

また，燃料貯蔵プール等の周辺に設置する止水板の高さを超え

るＦＡ建屋の１階床面への溢水は無限遠へ流れるものとし，壁の

反射によりプールへ戻る水は考慮しない。 

なお、速度ポテンシャル理論によるスロッシングの評価におい

ては，蓋の設置箇所からは溢水するものとしその効果は期待しな

い。 

評価条件は第２．２－１表に示し，分割する燃料貯蔵プール等

の配置を第２．２－１図に示す。 
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第２．２－１表 評価条件 

 評価条件 

評価範囲 ＦＡ建屋に設置している燃料貯蔵プール等 

水位 
EL.54.55ｍ  

（サイフォン効果による水位低下後の水位） 

境界条件 

止水板（ 0.9ｍ）を越える溢水高さを越えた水

は溢水量とし，プール水は壁による溢水の跳ね

返りは考慮しない。 

評価手法 

速度ポテンシャル理論 

燃料貯蔵プール等を 12 種類の形状へ分割する。 

評価用 

地震動 

FA 建屋の基準地震動に対して 1.2 倍の地震動

（以下，「1.2Ss」という。）を使用する。 

1.2Ss の EL.55.30 の床応答スペクトルを使用す

る。 

その他 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 に 設 置 し て い る 水 中 機 器 は

考慮せず，燃料貯蔵プール等内の水は全て揺動

する。 

ス ロ ッ シ ン グ 抑 制 の た め に 設 置 す る 蓋 は 考 慮

しない。 
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第２．２－１図 速度ポテンシャル理論に用いる 

燃料貯蔵プール等の分割図 

 

２．３ 止水板及び蓋の構造及び配置について 

(1)  止水板 

(a)  設計基準設備への影響を踏まえた構造概念 

燃料貯蔵プールの上部には，使用済燃料を移送するためのク

レーンが設置されていることから，止水板設置により走行する

クレーンが干渉しないよう止水板高さはガーダの下端位置（約

１．０ｍ）から０．９ｍとする。概要図を第２．３－１図に示

す。 

また，止水板の材料はステンレス鋼等の不燃性の材料を選定

することにより，火災防護対象設備へ影響を及ぼさない設計と

する。 

 

燃料仮置き
ピットＡ

燃料取出し
ピットＡ

燃料送出し
ピット

燃料仮置き
ピットＢ

燃料取出し
ピットＢ 燃料貯蔵

プール
（ＢＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＰＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＢＷＲ燃料及び
ＰＷＲ燃料用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ用）

燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路燃料移送水路

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ及び

ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

増設ピット 増設ピット 増設ピット

⑤

⑦⑦

⑥⑥

②

③ ③ ③

④ ④ ④

① ① ①

⑫ ⑫

⑪ ⑪

⑩ ⑩ ⑩

⑨ ⑨ ⑨

⑧ ⑧ ⑧
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第２．３－１図 止水板の設置概要図 
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(b)  重大事故等対処設備への影響を踏まえた構造概念 

燃料貯蔵プール等における燃料損傷防止対策は，代替補給水

設備（注水）による注水及び代替補給水設備（スプレイ）によ

るスプレイがある。代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プ

ール等への注水時には，止水板は取外して可搬型屋内ホースを

配置できる設計とする。このため，止水板が代替補給水設備（注

水）の対処に影響を及ぼすことはない。 

また，代替補給水設備（スプレイ）による使用済燃料へのス

プレイ時には，止水板より高い位置にスプレイ ヘッダを配備

してスプレイする。このため，止水板が代替補給水設備（スプ

レイ）の対処に影響を及ぼすことはない。 

なお，止水板は，基準地震動の１ .２倍の地震動を入力した

場合においても必要な機能を損なわない強度を有する設計と

する。 

(c)  止水板の配置 

スロッシングによる溢水の抑制のために設置する止水板は

燃料貯蔵プール等周辺に既に設置されている手摺の位置に設

置するものとし第２．３－２図に示すような配置とした。 
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第２．３－２図 止水板の設置範図 

 

(2)  蓋 

(a)  設計基準設備への影響を踏まえた構造概念 

燃料貯蔵プール等の上部を走行するクレーンによる燃料移

送水路への使用済燃料の移動に影響のないよう約３ｍの開口

を設けるものとする。 

また，蓋の材料はステンレス鋼等の不燃性の材料を選定する

ことにより，火災防護対象設備へ影響を及ぼさない設計とする。 

(b)  重大事故等対処設備への影響を踏まえた構造概念 

燃料貯蔵プール等における燃料損傷防止対策は，代替補給水

設備（注水）及び代替補給水設備（スプレイ）がある。使用済

燃料を仮置き又は貯蔵する燃料貯蔵プール等は，連結された状

態であることから，蓋を設置する燃料移送水路及びピット以外

から注水することで燃料貯蔵プール等の水位を回復・維持でき

燃料仮置き
ピットＡ

燃料取出し
ピットＡ

燃料送出し
ピット

燃料仮置き
ピットＢ

燃料取出し
ピットＢ 燃料貯蔵

プール
（ＢＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＰＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＢＷＲ燃料及び
ＰＷＲ燃料用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ用）

燃料移送水路 燃料移送水路燃料移送水路

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ及び

ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

増設ピット 増設ピット 増設ピット

：止水板の設置範囲

燃料移送水路燃料移送水路
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ることから，対処への影響はない。 

また，代替補給水設備（スプレイ）による散水は，使用済燃

料を仮置き又は貯蔵する燃料貯蔵プール等を対象としている

ため，対処への影響はない。 

なお，蓋は，基準地震動の１ .２倍の地震動を入力した場合

においても必要な機能を損なわない強度を有する設計とする。 

(c)  蓋の配置 

開口部を塞ぐことによりスロッシングによる溢水を抑制す

る蓋は，全ての増設ピット及び燃料貯蔵プール等の上部を走行

するクレーンによる燃料移送水路への使用済燃料の移動に影

響のない燃料移送水路の一部に設置するものとし，設置範囲図

を第２．３－３図に示す。 

 

第２．３－３図 蓋の設置範図 
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燃料取出し
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ＰＷＲ燃料用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ用）

燃料移送水路 燃料移送水路燃料移送水路

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ及び

ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

増設ピット 増設ピット 増設ピット

：蓋の設置範囲

燃料移送水路燃料移送水路
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２．４ 速度ポテンシャル理論について 

スロッシングの評価手法としては，詳細評価として解析プログ

ラムによる流動解析，簡易手法の一つとして速度ポテンシャル理

論の手法があり，対象とする設備も一般のタンク類から使用済燃

料プールと幅広く，評価する項目としても波高による容器の蓋へ

の衝撃圧力，側壁に加わる動水圧による荷重と多様である。 

速度ポテンシャル理論は第２．４－１図に示すとおり，波形状

が双曲線正接（ｔａｎｈ）のような形状となり 大波高を求める

ことができる。（x を躯体形状とし，ｙをスロッシングの波形状

となる。） 

 

第２．４－１図 双曲線正接図 

 

２．５ 速度ポテンシャル理論による溢水量評価 

(1)  固有周期及び 大波高の算出 

１２種類に分割した燃料貯蔵プール等の速度ポテンシャル

理論での固有周波数（ｆ）①と 大波高（Dmax）②は次式にて

求める。 

f
.

ℎ 1.571   ················ ①＊  

大波高  
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Dmax 0.811   ·························· ②＊  

f：一次固有周波数[Hz]  Dmax： 大波高（ｍ） 

L：スロッシング長さ[ｍ]（地震方向長さの１／２） 

H：燃料貯蔵プール等の水深[ｍ] 

ｇ：重力加速度[m/sec2]  α 1：加速度スペクトル[m/s2] 

 

＊：①及び②の出典は以下のとおり 

基礎式：機械工学便覧 基礎編 

矩形展開式：耐震設計の標準化に関する調査報告書 別冊２

（機器系）昭和 60 年 3 月 （財）原子力工学

試験センター 

 

また，速度ポテンシャル理論は 大波高を算出する式であるた

め， 大波高は溢水量が多くなるよう燃料貯蔵プール等の端部に

発生するものとした。 

スロッシングにおける溢水量の設定を第２．５．１図～第２．

５．３図に示し，燃料貯蔵プール等の固有周期及び 大波高を第

２．５－１表に示す。 
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第２．５－１図 スロッシング時の溢水量の設定（ＥＷ方向） 

 

 

第２．５－２図 スロッシング時の溢水量の設定（ＮＳ方向） 

地震方向（ＥＷ）

地震方向長さ：２Ｌ

スロッシング長さ：Ｌ

溢
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高
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大

波
高

：

Ｄ
ｍ
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ｘ

溢
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高
さ

止水板

開口長さ：ｌ

溢水量㎥
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第２．５－３図 スロッシング時の溢水量の設定（断面） 

 

(2)  溢水量の算出 

(1)にて算出した 大波高のうち，止水板の高さを越える波

高を溢水高さとし，スロッシング長さ（Ｌ）（地震方向長さ２

Ｌの１／２）と掛け合わせた面積を溢水断面積とする。 

（次式③） 

大波高と同様，溢水量が多くなるよう開口長さ（ｌ）から

溢水することを想定して溢水断面積（Ａ）に掛け合わせ溢水量

とした。（次式④） 

溢水断面積（A）＝（ 大波高（Dmax）－止水板高さ）×地震

方向長さ（２Ｌ）／２ ············· ③  

溢水量＝溢水断面積（A）×開口長さ（l）×箇所数 ·· ④  

速度ポテンシャル理論における燃料貯蔵プール等の溢水量

地震方向長さ：２Ｌ

水
深
：
Ｈ

最
大

波
高

：

Ｄ
ｍ
ａ
ｘ

Ａ：溢水断面積
止水板

スロッシング長さ：Ｌ

溢
水
高
さ

0
.9
m

0
.0
5
m

EL.55.30

サイフォンブレーカ：54.55

1
.3
m
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の合計は 697 ㎥となる。 

燃料貯蔵プール等の溢水量の算出結果を第２．５－１表に示

す。 

なお，速度ポテンシャル理論による溢水量評価の適用性およ

び保守性については、別紙にて展開する。 
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第２．５－１表 分割した燃料貯蔵プール等の溢水量評価結果 

 

 

３ . スロッシング収束後の水位の評価結果 

２．５にて算出した溢水量から燃料貯蔵プール等の低下する高

さを求めスロッシング後の水位を以下のとおり算出した。 

 

ＮＯ．

名称

地震方向 NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW
振動方向長さ2L（m） 3.00 3.15 100.10 5.00 11.30 26.50 11.30 3.00 13.80 20.40 10.50 6.00

L 1.50 1.58 50.05 2.50 5.65 13.25 5.65 1.50 6.90 10.20 5.25 3.00
水深H（m）
固有周期(s) 1.96 2.01 18.99 2.53 3.81 6.27 3.81 1.96 4.23 5.29 3.67 2.77

固有周期に対応する加速度

スペクトルα1(m/s
2
)

6.57 6.57 0.29 8.63 5.82 1.40 5.82 6.57 3.04 2.66 6.11 8.63

大波高D(m) 0.82 0.86 1.21 1.79 2.72 1.54 2.72 0.82 1.74 2.25 2.66 2.15

溢水断面積A(m2) 0.00 0.00 0.00 0.23 5.77 0.00 5.77 0.00 0.28 5.61 5.04 1.35

21.00
33.90

箇所数
4.90
7.80

ＮＯ．

名称

地震方向 NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW
振動方向長さ2L（m） 9.40 4.40 2.00 1.00 1.20 2.00 1.20 2.00 1.20 2.00 2.20 3.30

L 4.70 2.20 1.00 0.50 0.60 1.00 0.60 1.00 0.60 1.00 1.10 1.65
水深H（m）
固有周期(s) 3.47 2.37 1.60 1.13 1.24 1.60 1.24 1.60 1.24 1.60 1.68 2.06

固有周期に対応する加速度

スペクトルα1(m/s2)
6.18 8.63 5.79 11.29 10.85 5.79 10.85 5.79 10.85 5.79 4.70 6.57

大波高D(m) 2.41 1.58 0.48 0.47 0.54 0.48 0.54 0.48 0.54 0.48 0.43 0.90

溢水断面積A(m2) 3.34 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

箇所数

㎥
ｍ

54.20 ｍ

燃料送出しﾋﾟｯﾄ 燃料仮置きﾋﾟｯﾄ

60.50 28.40溢水量(m3) 0.00

3 1 3 3 1 2

52.00 0.00 5.80 77.500.00 458.80 0.000.00

スロッシング後の水位

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

*2：スロッシング水の溢水を抑制するために設置する蓋を考慮しない。

11.85 11.85 11.05 11.05 11.05 11.05

増設ピット 燃料移送水路 燃料貯蔵プール
ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・
ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ

取扱ﾋﾟｯﾄ

溢水量(m3)
SRSS

0.00
4.90

458.80 52.00 77.72

開口部長さl(m) 3.15 3.00 5.00 26.50 11.30 3.00 11.30 20.40 13.80 6.00 10.50

66.84
7.80

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

54.55
54.54

54.25 53.83

開口部長さl(m) 4.40 9.40

6.25 6.65

燃料取出しﾋﾟｯﾄ
増設ピット・

燃料移送水路間
燃料移送水路・

燃料貯蔵プール間

燃料貯蔵プール・

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙ

ﾎﾟｲｽﾞﾝ取扱ﾋﾟｯﾄ間

燃料移送水路・
仮置きﾋﾟｯﾄ間

燃料取出しピット・

仮置きﾋﾟｯﾄ間

2.20

12.65 6.25 6.25 6.25

2 3 3 3 2 2

1.20 2.00 1.20 2.00 1.20 3.301.00 2.00 2.00

0.00

溢水量(m3)
SRSS

29.40 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00溢水量(m3) 29.40 0.00 0.00 0.00 0.00

低下する高さ(m) 0.00
0.01

0.02
0.51 0.51 0.30 0.72

スロッシング後の水位
EL：(m) 54.53

54.04 54.04

0.35

0.00 0.00 0.00

54.55 54.55 54.55 54.55 54.55

697溢水合計
低下する高さ

*1：燃料移送水路の固有周期が18.66秒と長周期であるが，10秒の震度の0.03m/s2×ｇを使用する。

低下する高さ(m)

スロッシング後の水位
EL：(m)

0.36

54.19

0.00 0.00

*3：燃料移送水路の溢水量の上段は燃料受入れエリア側、下段が燃料貯蔵プールエリア側を示す。

*3
*3

*3

*3

*3

*3

*3

*3

*1

*2，3
*2，3

*2 *2
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・低下する高さ（ｍ）＝溢水量（㎥）／燃料貯蔵プール等面積２００１（㎡）  

・スロッシング収束後の水位（ｍ）＝サイフォンブレーカ：ＥＬ５４．５

５（ｍ）－低下する高さ（ｍ）  

 

燃料貯蔵プール等の中で燃料仮置きピットの水位低下が０．７

２ｍで燃料貯蔵プール等の中で も水位が低下するが，燃料貯蔵

プール等は全て繋がった状態であるため，時間経過により水位は

均一状態になる。 

そのため，燃料貯蔵プール等全体の水位の低下は，溢水量６９

７㎥と燃料貯蔵プール等の面積より，初期水位（通常水位－０．

４５ｍ）から０．３５ｍとなり，スロッシング収束後の水位はＥ

Ｌ．５４．２０となる。 

燃料貯蔵プール等全体の水位変動の関係を第３．１－１図に示

す。 

 

次項に，燃料貯蔵プール等の補修時のピットゲート及びプール

ゲートを設置した状態におけるスロッシング溢水量による水位

の低下を示す。 
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第３．１－１図 スロッシングにおける水位変動図 

 

４ . ピットゲート及びプールゲート閉状態での溢水量評価 

燃料貯蔵プール等には，万が一プール水が漏えいした際，他の

健全な燃料貯蔵プール等を隔離して補修することを目的に，ピッ

トゲート及びプールゲートが設置されている。 

ピットやプールの補修にあたっては，補修対象の燃料貯蔵プー

ル等に使用済燃料が存在しない状態でピットゲートやプールゲ

ートにより隔離が行われる。 

このため、通常状態においてピットゲートやプールゲートを設

置することはないが，燃料貯蔵プールが健全な状態でプールゲー

トを設置した場合のスロッシングによる水位の低下について評

価を行った。第４．１－１図に示す燃料貯蔵プール及びチャンネ

サイフォンブレーカ

EL：54.55m 水深：11.05m

燃料貯蔵プール等水位/水深

（想定事故1）

EL：54.95m 水深：11.45m
止

水
板

高
さ

E
L
：
5
6
.2
5
m（

0.
9
m）

0.40m低下

スロッシング収束後の水位/水深

（想定事故2）

EL：54.20m 水深：10.70m

0.35m低下
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ルボックス・バーナブルポイズン取扱ピットを隔離した状態を示

すが，燃料貯蔵プール 1 体の溢水量は１５２．９㎥，チャンネル

ボックス・バーナブルポイズン取扱ピットは１７．３㎥であるた

め，合計１７０．２㎥となる。燃料貯蔵プール及びチャンネルボ

ックス・バーナブルポイズン取扱ピットの面積は３３３．３５㎡

であるため，低下する高さは０．５１ｍとなり，水面はＥＬ．５

４．０４となる。 

このときの燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）の保有水量は約

2,120ｍ３であり，沸騰までの時間は約 55 時間となる。燃料貯蔵

プール（ＰＷＲ燃料用）の保有水量は約 2,181ｍ３ であり，沸騰

までの時間は約 34 時間となる。燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及

びＰＷＲ燃料用）の保有水量は約 2,185ｍ３ であり，沸騰までの

時間は約 57 時間となる。このため，沸騰までの時間は短くなる

ものの，いずれの場合においても，代替補給水設備（注水）によ

る注水開始時間は 21 時間 30 分後であることから，対処への影響

はない。 

また，ピットゲート及びプールゲートが設置されている状態を

考慮した場合，燃料貯蔵プール等は連結していないことから，燃

料仮置きピット，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵プ

ール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷ

Ｒ燃料用）それぞれに注水し水位を維持する必要がある。なお，

燃料送出しピットは燃料移送水路と連結していることから，ピッ

トゲート及びプールゲートが設置されることによる影響はない。

この場合，可搬型建屋内ホースを対象のプール・ピット全てに敷
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設する必要があることから，敷設に係る作業時間が長くなるもの

の，ピットゲート及びプールゲートが設置されている状態はあら

かじめ分かっていることから，建屋内ホースの運搬が完了した時

点で可搬型建屋内ホースの敷設を実施することで，これまでと同

じ 21 時間 30 分後から注水を実施可能である。 

 

 

第４．１－１図 プールゲート設置の状態図 

 

 以  上  

増設ピット

燃料移送水路

燃料貯蔵プール

（面積：299.45㎡）

チャンネルボックス・バーナブルポイズン

取扱ピット

（面積：33.90㎡）

プールゲート

：プール水
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速度ポテンシャル理論による溢水量の妥当性について 

 

目次  

１．概要  

２．速度ポテンシャル理論の適用性  

３．速度ポテンシャル理論の保守性の検証  

４．重大事故等対処への不確かさの影響について 

５．今後の対応  
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１ . 概要 

燃料貯蔵プール等のスロッシング後の水位においては，速度ポ

テンシャル理論により溢水量を算出し，溢水量から燃料貯蔵プー

ル等の水位の低下量を算出している。ここでは，速度ポテンシャ

ル理論によるスロッシングの溢水量の妥当性について説明する。 

 

２ . 速度ポテンシャル理論の適用性 

スロッシングの評価手法としては，詳細評価として解析プログ

ラムによる流動解析，簡易手法の一つとして速度ポテンシャル理

論の手法があり，対象とする設備も一般のタンク類から使用済燃

料プールと幅広く，評価する項目としても波高による容器の蓋へ

の衝撃圧力，側壁に加わる動水圧による荷重と多様である。 

速度ポテンシャル理論は第２図に示すとおり，波形状が双曲線

正接（ｔａｎｈ）のような形状となり 大波高を求めることがで

きることから，その 大波高を用いて溢水量を算出することがで

きる。（x を躯体形状とし，ｙをスロッシングの波形状となる。） 

 

 

第２図 双曲線正接図 

 

 

大波高  
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２．１ 水の流動が速度ポテンシャル理論へ与える影響の検討 

燃料貯蔵プール等のスロッシング評価において燃料貯蔵プー

ル等を１２種類の構造体に分割している。 

そのため，連結した部分からのプール水の移行を考慮せず，保

守性として全て溢水することで評価している。分割した構造体の

うち，燃料貯蔵プール等の連結部は燃料貯蔵プールからチャンネ

ルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット又は燃料移送水路か

ら燃料貯蔵プールへ水が流動している。 

これらの流動する水が速度ポテンシャル理論により算出した

溢水量への影響について検討を行った。 

 

(1)  評価条件 

連結部を有する燃料貯蔵プール等からの水の流動を考慮し，

流動した水を加算した保有水量で固有周期を算出し，固有周

期の変化の状況により，影響の確認を行った。 

 

(2)  評価結果 

燃料貯蔵プール等からの水の流動を考慮した固有周期およ

び 大波高への影響について第２．１－１図及び第２．１－

２図に示すが，流動した水を保有水量として考慮しても，固

有周期の変化は軽微であり， 大波高の算出への影響は小さ

いことを確認した。 

このため，燃料貯蔵プールを１２種類の形状へ分割した評

価結果へ有意な影響を与えない。 
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第２．１－１図 燃料貯蔵プールへのプール水流入による影響 

A

B

A:水路、増設ピットから流入するスロッシング水

・増設：1.7ｍ3

・増設-水路間：0.3ｍ3

・水路：5.4ｍ3

・水路-プール間：0.6ｍ3

B：CBBP取扱いピットから流入するスロッシング水

・CBBP：0.6ｍ3

・CBBP-プール間：0.6ｍ3

C：水路（止水板を超える）から流入する

スロッシング水

・14.2ｍ3

D：CBBP取扱いピット（止水板を超える）から

流入するスロッシング水

・0ｍ3

合計：27.3ｍ3

プールの水位上昇

27.3/299.45＝0.09117…

＝0.091ｍ

11.52（NWL+20ｍｍ）+0.091

＝11.611ｍ（流入後の水位）

固有周期

T：6.2108sec（流入後）

T：6.2200sec（流入前）

対応する加速度

α（at6.2108）：0.1489G

α（at6.220）：0.1480G

0.1489 

0.148

0.13

0.135

0.14

0.145

0.15

6.2 6.22 6.24 6.26 6.28 6.3

加速度の変化

大波高さ

【流入前】

D=0.811*13.25/ｇ*0.1480ｇ=1.590371≒1.60m

【流入後】

D=0.811*13.25/ｇ*0.1489ｇ=1.600042≒1.61m

D D

C C

増設ピット

燃料移送水路

燃料貯蔵プール

CBBP取扱いピット

144



別紙 

 

 

第２．１－２図 燃料移送水路へのプール水流入による影響 

 

A
B

A：仮置きピット、取出しピットから流入するスロッシング

水

・仮置きピット：15.5ｍ3（2基分）

・仮置きピット-水路間：1.2ｍ3（2基分）

・取出しピット-仮置きピット間：2.5ｍ3（2基分）

・取出しピット：8.4ｍ3（2基分）

B：仮置きピット（止水板を越える）から流入する

スロッシング水

・51.4ｍ3（2基分）

C:増設ピットから流入するスロッシング水

・増設：8.4ｍ3（3基分）

・増設-水路間：1.5ｍ3（3基分）

D：CBBPピット、プールから流入するスロッシング水

・水路-プール間：1.8ｍ3（3基分）

・プール：229.2ｍ3（3基分）

・CBBP-プール間：1.8ｍ3（3基分）

・CBBP：13.5ｍ3（3基分）

E：プール（止水板を越える）から流入するスロッシング水

・148.8ｍ3（3基分）

合計：484ｍ3

水路の水位上昇

484/500.5＝0.967033…

＝0.97ｍ

水路水位

12.32+0.97＝13.26ｍ

固有周期

T：2.5311sec（流入前）

T：2.5311sec（流入後）

対応する加速度

α（at2.5311）＝0.88G

0.88

0.85

0.855

0.86

0.865

0.87

0.875

0.88

2.5 2.51 2.52 2.53 2.54 2.55

加速度の変化

大波高

加速度に変化がないことから、 大波高は変わらな

い。

従って、溢水量も変わらない。

B

C

D
E E

増設ピット

燃料移送水路

燃料貯蔵プール

CBBP取扱い

ピット

取出し

ピット

仮置き

ピット

燃料移送水路
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３ . 速度ポテンシャル理論の保守性の検証 

３．１ 三次元解析による検証 

(1)  評価条件 

速度ポテンシャル理論によるスロッシングの溢水量の保守

性について，詳細評価（三次元解析）による結果と比較し検

証した。 

モデル化にあたっては，燃料貯蔵プール等全体をモデル範

囲とし，燃料貯蔵プール等の周囲に設置する止水板（0.9ｍ）

を越えるプール水は溢水量とし，プール水は壁による溢水の

跳ね返りは考慮しないこととした。 

三次元解析に使用する解析コードは矩形開放容器のスロッ

シング試験による波高及び溢水量の比較の検証試験により検

証された汎用熱流体解析コード（ＳＴＡＲ－ＣＤ）を用いる。  

三次元解析のモデル化範囲及びモデル概要図を第３．１－

１図～第３．１－２図に示し，評価条件を第３．１－１表に

示す。  
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第３．１－１図 三次元解析のモデル化範囲 

ＥＬ．５５．３０ 

 

 

第３．１－２図 燃料貯蔵プールのモデル概要図 

燃料仮置き
ピットＡ

燃料取出し
ピットＡ

燃料送出
ピット

燃料仮置き
ピットＢ

燃料取出し
ピットＢ 燃料貯蔵

プール
（ＢＷＲ）

燃料貯蔵
プール
（ＰＷＲ）

燃料貯蔵
プール

（ＢＷＲ・ＰＷＲ）

燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ピット

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ピット

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ピット

止水板(0.9m)を
設置 止水板(0.9m)を

設置

止水板(0.9m)を
設置

止水板(0.9m)を
設置

止水板(0.9m)を
設置

止水板(0.9m)を
設置

：モデル範囲
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第３．１－１表  評価条件  

各種条件 速度ポテンシャル理論 三次元解析 

評価範囲 燃料貯蔵プール等 同左 

境界条件 

止水板（0.9ｍ）を越える

溢 水 高 さ を 越 え た 水 は 溢

水 量 と し ， プ ー ル 水 は 壁

に よ る 溢 水 の 跳 ね 返 り は

考慮しない。 

同左 

初期水位 EL： 55.02ｍ  同左 

評価用 

地震波 

基準地震動Ｓs を 1.2 倍し

た床応答スペクトル 

建 屋 ： 使 用 済 燃 料 受 入

れ・貯蔵建屋（EL：

55.30m）  

減衰：0.5％  

基準地震動Ｓs を 1.2 倍し

た時刻歴波（解析時間 200

秒） 

建 屋 ： 使 用 済 燃 料 受 入

れ・貯蔵建屋（EL：

55.30m）  

減衰：0.5％  

地震方向 NS 方向，EW 方向 
水平 2 方向および鉛直方

向 3 方向同時入力 

評価手法 速度ポテンシャル理論 解析コード：STAR-CD 

その他  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 に 設 置

し て い る 水 中 機 器 は 考 慮

せ ず ， 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等

内の水は全て揺動する。 

ス ロ ッ シ ン グ 抑 制 の た め

に 設 置 す る 蓋 は 考 慮 し な

い。  

同左  
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(2)  溢水量の比較結果 

速度ポテンシャル理論では１１６９㎥に対し三次元解析で

は５４４㎥となり，約５３％が溢水量として低減する。 

速度ポテンシャル理論と三次元解析による溢水量の比較を

第３．１－２表に示す。 

 

第３．１－２表 スロッシングによる溢水量比較 

 速度ポテ ンシャル 理論  三次元解 析  

スロッシ ング

による溢 水量  
１１６９ ㎥  ５４４㎥  

 

  

149



別紙 

 

３．２ 速度ポテンシャル理論の保守性 

三次元解析との比較において，速度ポテンシャル理論の溢水

量の結果が約２倍保守的な結果となっている。 

これは流体の乱流挙動や溢流の複雑な非線形現象を考慮せ

ず， 大波高を算出することで，溢水量が保守的に多くなるよ

うに全ての開口長さ一辺より溢水する条件としていることに

よるものと考える。 

本評価においては，繋がった燃料貯蔵プール等を１２種類の

構造体に分割し，速度ポテンシャル理論による溢水量を算定し，

燃料貯蔵プールにおいて検証を実施した結果，速度ポテンシャ

ル理論が保守的であることを確認した。 

また，１２種類の分割により燃料貯蔵プール等の連結部から

のプール水の流動が溢水量への影響が小さいことを確認した。

速度ポテンシャル理論と三次元解析の検証により，溢水量が保

守的となることを確認した。 

 

４ .  重大事故等対処への不確かさの影響について 

燃料貯蔵プール等の想定事故２においては，外的事象の地震を

要因として，重大事故等が重畳することを考えている。これは，

蒸発乾固，水素爆発，燃料貯蔵プール等からの小規模な漏えいが

同時発生して対処することとしている。これらの重大事故等対処

の優先順位は，対処の制限時間を考慮して決定している。燃料貯

蔵プール等からの小規模な漏えいへの対処については，制限時間

までの猶予が比較的長いことから，重大事故等対処の優先順位は

各建屋での水素爆発及び蒸発乾固への対処を実施した後，燃料貯
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蔵プール等の小規模な漏えいへの対処を実施し， 後に前処理建

屋における蒸発乾固の対処を実施することとしている。 

今回の速度ポテンシャル理論によるスロッシングの溢水量の

評価では，３次元解析と比較した結果，約２倍の溢水量と保守的

であり，スロッシングによる水位の低下量を半分とした場合，プ

ール水冷却系配管の破断によるサイフォン効果及びスロッシン

グによる水位低下の 終値は，約０．８０ｍから約０．６２５ｍ

と高い位置となる。この場合，沸騰までの時間は，約 35 時間か

ら約 36 時間とわずかに延びることとなるが，重大事故等対処の

優先順位に影響を与えるものではない。 

 

５ .  今後の対応 

止水板及び蓋の詳細設計においては，燃料貯蔵プール等のスロ

ッシングにより発生する動水圧を考慮し，支持間隔及び梁本数を

設定する必要がる。 

動水圧を評価する場合，各燃料貯蔵プール等に発生する 大応

力を抽出する必要があるが、 大応力の発生箇所は燃料貯蔵プー

ル等の固有周期のばらつきにより，支配的な地震動が変わること

から，1.2Ss13 波のうち代表を選定し評価を行う。 

また，蓋への動水圧を算出する必要があることから，速度ポテ

ンシャル理論の検証に用いたモデルへ蓋を取付ける必要がある。 

従って，三次元解析のモデル化範囲は止水板施工性も考慮し，

第５．－１図に示す。 
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第５．－１図 止水板及び蓋の詳細設計におけるモデル化範囲 

 

 

以  上  

 

 

燃料仮置き
ピットＡ

燃料取出し
ピットＡ

燃料送出し
ピット

燃料仮置き
ピットＢ

燃料取出し
ピットＢ 燃料貯蔵

プール
（ＢＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＰＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＢＷＲ燃料及び
ＰＷＲ燃料用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ及び

ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

：止水板の設置範囲

：蓋の設置範囲

増設ピット

燃料移送水路 燃料移送水路

増設ピット

燃料移送水路

増設ピット

燃料移送水路 燃料移送水路
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使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における線量評価について 

 

１．プール水位低下時における線量評価について 

 燃料貯蔵プールにおいて，水位低下により遮へい機能が低下し

た場合の燃料貯蔵プール上部空間線量率について評価した。 

 （１）評価条件 

  ①評価対象プール及び評価点 

   評価対象：使用済燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）を代表 

  とし評価。 

   評価点：プール中央上部（ＥＬ55300：燃料貯蔵エリア床

レベル） 

  ②しゃへい設計用燃料（表１.１参照） 

   ＰＷＲ燃料（既認可のしゃへい設計用基準核種組成を適用） 

  ③線源モデル 

   使用済燃料集合体の幾何形状，構造材，体積比，線源領域

等はすべて「設計及び工事の方法の認可申請書」のとおり

とし，ラック内全てに使用済燃料集合体が貯蔵されている

ものとする。 

  ④線源強度 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋において貯蔵される燃料は冷

却期間４年が 600ｔ・ＵＰ ｒ，冷却期間 12 年が 2，400ｔ・Ｕ

Ｐ ｒとなることから，しゃへい設計用燃料においても冷却期

間を考慮したスペクトルを使用する。  
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 （２）燃料貯蔵プール水の放射性物質濃度 

  燃料貯蔵プール水の放射性物質を考慮する。また，エネルギ

スペクトル：Ｃｏ－60 を代表核種とする。 

  放射性物質濃度：4.1×101Ｂｑ/ｃｍ３  

 

表１.１ しゃへい計算に用いる燃料仕様（しゃへい設計用燃料） 

項目 
燃料仕様 

BWR 燃料 PWR 燃料 
初期濃縮度（Ｗｔ％） 3.0 

燃焼度（ＭＷｄ/ｔ・ＵＰ ｒ） 55,000 
比出力（ＭＷ/ｔ・ＵＰ ｒ） 40 60 

冷却期間 ４年，12 年  
燃料型式 ＢＷＲ-３型 ＰＷＲ-５型 

 

 （３）計算コード及び各種計算条件 

  ・線量率計算コードは点減衰核積分法計算コードＱＡＤ－Ｃ

ＧＧＰ２Ｒを用いる。 

  ・本コードは散乱線の影響について考慮されている。 

  ・燃料貯蔵ラックモデル化の際の物質密度の設定は，燃料貯

蔵ラック内の使用済燃料集合体軸方向の各領域（上部ノズ

ル部，燃料有効部等）において複数の物質（使用済燃料集

合体及び燃料貯蔵プール水）が混在していることを踏まえ，

各領域内で存在する物質がその領域内で均質化しているも

のとする。 

  ・プール水密度は沸騰水を考慮し 100℃の水密度（0.95807

ｇ /ｃｍ３）を採用する。 
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 （４）計算モデル 

  しゃへい設計用燃料が燃料貯蔵プール内に設置している燃

料貯蔵ラックに収納された状態を図１.１のとおりモデル化す

る。また，燃料有効長頂部から水面までの水位を図１．２に示

す。 

  ・燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）に対し，線源強度が強い

冷却期間４年の使用済燃料 600ｔを中心に配置し，その周

りに冷却期間 12 年の使用済燃料を評価点から離れた箇所

に配置する。 

図１.１ 燃料貯蔵プール線量率計算モデル 

 

図１．２ 燃料有効長頂部から水面までの水位 

使 用 済 燃 料 集 合 体  

約
4

.1
 

（単 位 ：ｍ） 

約
7

.4
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 （５）放射線の遮蔽が維持される水位 

  重大事故等の対処においては，作業時における被ばく線量と

して，10ｍＳｖを目安として管理することとしている。燃料損

傷防止対策の対処においては，可搬型重大事故等対処設備の配

置に時間がかかることから，１作業当たり１時間 30 分とし，

２班体制にて作業を実施する計画である。このため，作業時お

いて放射線の遮蔽が維持される水位の設定では，6.7ｍＳｖ／

ｈ（＝10ｍＳｖ／1.5ｈ）の被ばくを想定し，このときの水位

として通常水位から約 5.0ｍ下の位置としている。 

 

 （６）評価結果 

  評価結果を図１.３に示す。 

 

  プール水が満水に近い状態の場合は，燃料より上部に存在す

るプール水からの線量率寄与が主要であり，プール水面が低下

し燃料有効長頂部近傍にある場合の支配的線源は燃料となる。 

  通常水位から水位が低下すると，プール水寄与の線量が低下

し，評価点での線量率は若干低下する。ある一定程度水位が低

下すると，プール水による使用済燃料集合体からの放射線のし

ゃへい効果が低下し，使用済燃料集合体からの線量が徐々に増

加する。さらに水位が低下すると，使用済燃料集合体からの線

量が支配的となり，線量率は急激に増加する。 

  

157



 

 

図１.３ 水位と線量率の関係 
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２．線源強度の代表性について 

 しゃへい設計燃料の選定にあたり，ＢＷＲ燃料とＰＷＲ燃料の

比較を実施している。線源強度を単位体積当たりの照射前ウラン

質量とし，同条件（初期濃縮度 4.5ｗｔ%，燃焼度 45，000ＭＷｄ

/ｔ・ＵＰ ｒ，比出力 38ＭＷ/ｔ・ＵＰ ｒ ，冷却期間４年）でＰＷＲ

燃料とＢＷＲ燃料のガンマ線線量率を比較した結果，ＰＷＲ燃料

のほうが線源強度は強いことから，ＰＷＲ燃料を代表とすること

は妥当である。（下表２.１参照） 

 また，下表２.２に示すとおり，３基ある燃料貯蔵プールはそ

れぞれ 1，000ｔＵの使用済燃料集合体が貯蔵可能となっており，

このうち最も多くＰＷＲ燃料を貯蔵可能な燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）であることから，プール単位としてもＰＷＲ燃料のほ

うが強い。 

表２.１ ガンマ線線量率の比較 

 し ゃ へ い 壁 （ コ ン ク リ ー ト 1.5ｍ ） 外 壁 の 線 量 率  

（ 相 対 値 ）  

Ｂ Ｗ Ｒ 燃 料  Ｐ Ｗ Ｒ 燃 料  

１ 体 領 域  0.995 1.0 

 

表２.２ 燃料貯蔵プール貯蔵量 

名 称  
Ｂ Ｗ Ｒ 燃 料  Ｐ Ｗ Ｒ 燃 料  

貯 蔵 量（ ｔ・Ｕ Ｐ ｒ ） 貯 蔵 量（ ｔ・Ｕ Ｐ ｒ ） 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル （ Ｂ Ｗ Ｒ 燃 料 用 ）  1,000 －  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル （ Ｐ Ｗ Ｒ 燃 料 用 ）  －  1,000 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル（ Ｂ Ｗ Ｒ /Ｐ Ｗ Ｒ 燃 料 用 ） 500 500 

総 貯 蔵 量  1,500 1,500 
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３．ガンマ線線量率と中性子線線量率比較の評価条件について 

 使用済燃料集合体のガンマ線と中性子線の線量率の相対的な

比較により，中性子線線量率が十分無視可能なことを以下に示す。 

 使用済燃料集合体を水中保管した場合のガンマ線と中性子線

の減衰分布を図３.１に示す。使用済燃料集合体の表面（表面か

らの距離が０ｃｍ）における，中性子線線量率はガンマ線線量率

に比べ約３桁小さい。さらに燃料表面からの距離が長くなるにつ

れてこの差は拡大する。 

 このことから，本評価において中性子線線量率はガンマ線線量

率に比べ十分無視できるものである。 

 

【線源強度算出条件】 

しゃへい設計用燃料仕様 

燃 料 型 式  Ｐ Ｗ Ｒ 燃 料  

初 期 濃 縮 度 （ ｗ ｔ ％ ）  3.0 

燃 焼 度 （ Ｍ Ｗ ｄ /ｔ ・ Ｕ Ｐ ｒ ）  55,000 

比 出 力 （ Ｍ Ｗ /ｔ ・ Ｕ Ｐ ｒ ）  60 

冷 却 期 間 （ 年 ）  1 

 

 

 

 

計算モデル 
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図３.１ 水厚さに対するガンマ線と中性子線の減衰分布 

（水厚さ０ｃｍでのガンマ線線量率を１μＳｖ/ｈに規格化した

相対値）  
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燃料貯蔵プール等における沸騰時間の評価について 

 

１．燃料貯蔵プール等の配置および評価対象について 

 燃料貯蔵プール等（燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット）の配

置について，図１に示す。 

 燃料貯蔵プール等には，3,000ｔ・ＵＰｒの使用済燃料が燃料貯蔵プール等において様々

な組合せで仮置き及び貯蔵されるものの，燃料貯蔵プールに対して、燃料仮置きピット

及び燃料送出しピットは保有水量に対する使用済燃料の仮置き体数の絶対量が小さい

ことを考慮し、沸騰時間が厳しく算出されるように、3,000ｔ・ＵＰｒの使用済燃料を燃

料貯蔵プールへ配置するとともに、崩壊熱量が大きい冷却期間４年のＰＷＲ燃料 600

ｔ・ＵＰｒを燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）へ集中して配置し，その他の燃料貯蔵プー

ルには冷却期間 12 年の使用済燃料を配置した状態において，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用及びＰ

ＷＲ燃料用）を評価対象とする。 

 各燃料貯蔵プールと隣接する燃料移送水路及びピット間の水の出入りに不確かさが

あることから，隣接する燃料移送水路及びピットの保有水の混合は考慮せず，各燃料貯

蔵プールそれぞれでの沸騰時間を評価する。  

図１ 燃料貯蔵プール等のゲート配置図 
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２．１ 評価条件 

 （１）沸騰時間及び蒸発量の算出方法 

  燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失時から，燃料貯蔵プール沸騰まで

の時間及び沸騰後の蒸発量について，以下の式で算出する。 

  ａ．沸騰時間 

  ｂ．沸騰後の蒸発量 

  評価に用いる物性値については，表１のとおり設定する。 

表１ 水の物性値 

 

項目 物性値 

 
水密度 at100℃ 958.07 kg/m3 

比熱 at100℃ 4.216 kJ/(kg・K) 

蒸発潜熱 at100℃ 2257 kJ/kg 

 

  

沸騰までの時間[h] ＝ 
水密度[kg/m3]×比熱[kcal/(kg・K)]×保有水量[m3]×温度差[K]（100℃-初期水温） 

崩壊熱量[kcal/h] 

蒸発潜熱[kcal/kg]×水密度[kg/m3] 

蒸発量[m3/h] ＝ 
崩壊熱量[kcal/h] 

164



 

 

（２）初期水温，初期水位及びスロッシング後の水位について 

 ａ．初期水温について 

  再処理事業指定申請書に記載のプール水冷却系の設計方針に基づき、１系列運転時

の 高温度である 65℃を設定する。 

 ｂ．初期水位について 

  想定事故１における初期水位は，水位低警報レベルである通常水位－0.05ｍに設定

する。 

  想定事故２については，想定事故１で設定した通常運転時の管理上の水位の下限値

である通常水位－0.05ｍを基準とし，サイフォン効果による燃料貯蔵プール等の水の

漏えいが発生し水位が低下した後，スロッシングによる燃料貯蔵プール等の水の漏え

いによる水位低下が発生すると想定し，通常水位－0.80ｍとする。 

  

図３ 初期水位の設定 

使用済燃料集合体 

想定事故１：通常水位―0.05ｍ 

想定事故２：通常水位－0.80ｍ 

サイフォン ブレーカ孔（通常水位－0.45ｍ） 
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 （３）使用済燃料の崩壊熱について 

 使用済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プールは，ＢＷＲ燃料用（１基），ＰＷＲ燃料用（１

基），ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用（１基）の合計３基で構成されている。 

 ＢＷＲ燃料用（１基）はＢＷＲ使用済燃料集合体のみを，ＰＷＲ燃料用（１基）はＰ

ＷＲ使用済燃料集合体のみを貯蔵できる燃料貯蔵プールとなっており，ラック容量から

ＢＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＢＷＲ使用済燃料，ＰＷＲ燃料用（１基）

は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＰＷＲ使用済燃料が貯蔵できる容量を有する。 

 燃料貯蔵プール貯蔵容量は 3,000ｔ・ＵＰｒであること，また，ＢＷＲ使用済燃料集合

体及びＰＷＲ使用済燃料集合体の貯蔵容量はそれぞれ 1,500ｔ・ＵＰｒずつであり，燃料

貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）で各々1,000ｔ・ＵＰ

ｒ貯蔵できることから，残りのＢＷＲ使用済燃料 500ｔ・ＵＰｒ及びＰＷＲ使用済燃料燃

料 500ｔ・ＵＰｒを燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の貯蔵量として設定

し，崩壊熱量を設定する。また，冷却期間が４年の使用済燃料については、より崩壊熱

量が大きいＰＷＲ燃料を燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）に配置し，その他の燃料貯蔵

プールには冷却期間 12 年の使用済燃料を配置する。 

以上より，ＰＷＲ燃料及びＢＷＲ燃料の崩壊熱量の比較を表３に，各燃料貯蔵プール

における貯蔵量及び崩壊熱量を表４に示す。 
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表３ ＢＷＲ燃料，ＰＷＲ燃料の崩壊熱量 

崩壊熱除去設計用燃料仕様 ＰＷＲ燃料 ＢＷＲ燃料 

照射前濃縮度[wt%] 4.5 4.0 

平均濃縮度[MWd/tUPr] 45,000 

比出力[MW/tUPr] 38 26 

評価結果 ＰＷＲ燃料 ＢＷＲ燃料 

１t・UPrあたりの 

崩壊熱量 

[W] 

４年冷却 3,102 2,927 

12 年冷却 1,471 1,488 

15 年冷却 1,353 1,368 

 

表４ 各燃料貯蔵プールの貯蔵量及び崩壊熱量の設定 

使用済燃料仕様 燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 
冷却期間 燃料種別 

４年 
BWR 0  0 

PWR  600 0 

12 年 
BWR 1000  500 

PWR  400 500 

合計貯蔵量[t・UPr] 1,000 1,000 1,000 

崩壊熱量[kW] 1,490 2,450 1,480 

総崩壊熱量[kW] 5,420 
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 （４）沸騰時間評価における保有水量の算出について 

  １．に示したとおり，各燃料貯蔵プールと隣接する燃料移送水路及びピットとの水

の混合は考慮せず，各燃料貯蔵プールそれぞれが単体で保有する保有水量から使用済

燃料やラックの体積を除いた保有水量を，表５のとおり設定する。 

表５ 各燃料貯蔵プールの保有水量 

  
燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

  想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 

① 総水量 3,428 3,204 3,428 3,204 3,428 3,204 

② 内容物体積 1,036 975 971 

①－② 保有水量 2,392 2,168 2,453 2,229 2,457 2,233 
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 ２．２ 沸騰時間及び蒸発量の算出結果 

  ２．１の評価条件から，沸騰時間を算出した。想定事故１及び想定事故２における

沸騰までの時間を表６に示す。 

表６ 各燃料貯蔵プールの沸騰時間評価結果 

 
燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料及び 

PWR 燃料用） 

 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 

沸騰までの 

時間[h] 
約 63.0 約 57.1 約 39.3 約 35.7 約 65.1 約 59.2 

 

  また，燃料貯蔵プール等からの蒸発量の算出結果を表７に示す。 

表７ 各燃料貯蔵プール等からの蒸発量評価結果 

 燃料貯蔵プール等全体からの蒸発量 

蒸発量[m3/h] 10 

 

 

  評価の結果，崩壊熱量が大きいＰＷＲ燃料を集中して配置した燃料貯蔵プール（Ｐ

ＷＲ燃料用）が も沸騰時間が短くなり，想定事故１で約 39 時間，想定事故２で約

35 時間となる。 

  代替補給水設備（注水）による注水は，想定事故１及び想定事故２いずれの場合も

他事象との同時発生を考慮することから，事象発生から 21 時間 30 分後から実施可能

である。このため，沸騰時間の約 35 時間に対して十分時間余裕がある。 

  また，可搬型中型移送ポンプは 大約 160m3/h の供給が可能であることから，燃料

貯蔵プール等全体からの蒸発量を上回る量の水を注水することができ，燃料貯蔵プー

ル等の水位を維持することができる。 
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３．ピットゲート及びプールゲートが設置された状態における影響 

  想定事故１において，燃料貯蔵プール等の補修時を想定して，ピットゲート及びプ

ールゲートが設置されている状態において想定事故１が発生した場合，燃料貯蔵プー

ル（ＢＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料及びＰＷＲ燃料用）が独立した状態となるものの，燃料貯蔵プール等の水が沸騰

に至るまでの時間は，燃料貯蔵プールごとの保有水量及び崩壊熱量を設定しているこ

とから，沸騰に至るまでの時間は変わることはなく，また，燃料貯蔵プール等の水の

蒸発は，ピットゲート及びプールゲートが設置されることにより，各燃料貯蔵プール

が独立するため，燃料貯蔵プールごとに発生するが，その蒸発量は崩壊熱量が も大

きい燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）において約４ｍ３／ｈである。この場合，燃料

貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）における水位低下速度が増加するものの，燃料貯蔵プー

ル等の水が沸騰に至る前までに注水の準備を完了し，可搬型中型移送ポンプによる注

水を実施し水位を維持することから，想定事故１の有効性評価の結果に与える影響は

なく，判断基準を満足することに変わりはない。 

  想定事故２において，燃料貯蔵プール等の補修時を想定して，各燃料貯蔵プールの

ピットゲート及びプールゲートが設置されている状態においてスロッシングが発生

した場合の溢水量は，燃料貯蔵プール等が連結された状態と異なり，各燃料貯蔵プー

ルのスロッシング後の水位は，通常水位－0.96ｍとなる。このときの燃料貯蔵プール

（ＰＷＲ燃料用）の保有水量は約 2,181ｍ３，沸騰までの時間は約 34 時間となり，燃

料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）の保有水量は約 2,120ｍ３，沸騰までの時間は約 55 時

間となり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の保有水量は約 2,185ｍ３，

沸騰までの時間は約 57 時間となる。このため，このため，水位低下量大きくなり，

燃料貯蔵プール等の水の温度が 100℃に到達するまでの時間は短くなるものの，いず

れの場合においても，代替補給水設備（注水）による注水開始時間は 21 時間 30 分後

であることから，燃料貯蔵プール等の水が 100℃に到達する前に注水が可能であり，
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想定事故２の有効性評価の結果に与える影響はなく，判断基準を満足することに変わ

りはない。 

 

４． 燃料貯蔵プール以外に使用済燃料が置かれた場合の影響 

  燃料貯蔵プールのみを沸騰時間の評価対象としているが，仮に燃料仮置きピット及

び燃料送出しピットに使用済燃料が仮置きされている場合における沸騰時間につい

て検討する。 

  燃料取出し設備の燃料仮置きピットでは受入れた使用済燃料を仮置きし，燃料送出

し設備の燃料送出しピットでは，前処理建屋へ使用済燃料を送出す前に使用済燃料を

仮置きする。このため，これらの燃料仮置きピット及び燃料送出しピットに使用済燃

料が仮置かれたときの崩壊熱量を設定する。 

  燃料仮置きピットにおいては，原子力発電所から受入れた使用済燃料を仮置きする

ため，崩壊熱量が も高くなる場合は，冷却期間が４年のＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料

を容量いっぱいに仮置きされた場合の崩壊熱量を設定する（表８）。 

  また，燃料送出しピットにおいては，前処理建屋でせん断を実施する前の使用済燃

料を仮置きするため，崩壊熱量が も高くなる場合は，冷却期間が 15 年の使用済燃

料を容量いっぱいに仮置きする場合である。また，燃料送出しピットではバスケット

の形状に応じてＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料のどちらも仮置きすることができる。この

ため，崩壊熱量の算出においては，冷却期間が 15 年のＢＷＲ燃料が容量いっぱいに

仮置きされた場合と，冷却期間が 15 年のＰＷＲ燃料が容量いっぱいに仮置きされた

場合の崩壊熱量を設定する（表８）。 
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表８ 燃料仮置きピット及び燃料送出しピットの仮置き量及び崩壊熱量の設定 

使用済燃料仕様 
燃料仮置きピット 

仮置き容量[t・UPr] 

燃料送出しピット 

（ＢＷＲ燃料） 

仮置き量[t・UPr] 

燃料送出しピット 

（ＰＷＲ燃料） 

仮置き量[t・UPr] 冷却期間 燃料種別 

４年 
BWR 17.2 0  

PWR 17.5  0 

15 年 
BWR 0 23.6  

PWR 0  27.6 

合計仮置き容量[t・UPr] 34.6 23.6 27.6 

崩壊熱量[kW] 110 33 38 

 

  このときの燃料仮置きピット及び燃料送出しピットにおける保有水量は表９のと

おりである。 

表９ 燃料仮置きピット及び燃料送出しピットの保有水量 

  燃料仮置きピット 
燃料送出しピット 

（BWR 燃料） 

燃料送出しピット 

（PWR 燃料） 

  想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 

① 総水量 480 449 966 903 966 903 

② 内容物体積 46 66 66 

①－② 保有水量 434 403 900 837 900 837 

 

 

  以上の条件により，燃料仮置きピット及び燃料送出しピットにおける沸騰時間を算

出した結果，表 10 のとおりとなる。 

表 10 燃料仮置きピット及び燃料送出しピットの沸騰時間評価結果 

 燃料仮置きピット 
燃料送出しピット 

（BWR 燃料） 

燃料送出しピット 

（PWR 燃料） 

 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 

沸騰までの 

時間[h] 
約 154.9 約 143.8 約 1071.0 約 996.0 約 930.0 約 864.9 
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  いずれのピットにおいても，燃料貯蔵プールでの沸騰時間（燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）における沸騰時間：想定事故２のとき約 36 時間）よりも長い沸騰時間と

なっており，これらのピットに使用済燃料が置かれることによる沸騰時間評価への影

響はない。さらに，燃料仮置きピット及び燃料送出しピットに使用済燃料が仮置きさ

れている場合は，燃料貯蔵プールで貯蔵されている使用済燃料の貯蔵量が 1,000ｔ・

ＵＰｒよりも少なくなり，崩壊熱量が小さくなることから，燃料貯蔵プールにおける沸

騰時間は延びることとなる。以上から，これらの燃料仮置きピット及び燃料送出しピ

ットの沸騰時間が，燃料貯蔵プールよりも短くなることはない。 

 

４．現場作業の成立性に与える影響について 

 現場作業の成立性は有効性評価の一環として，燃料貯蔵プール周辺の雰囲気温度を評

価している。現場作業の成立性の判断基準は 40℃を目安として設定し評価をしている。 

評価の結果，燃料貯蔵プール周辺の温度が 40℃となる時間は約 23 時間であったのに

対し代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水が開始可能な時間は 21

時間 30 分後であることから，作業場所へのアクセス及び注水は可能である。 
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燃料貯蔵プール等の未臨界性評価 
 

1. 重大事故時における臨界評価について 

1.1. 評価条件について 

再処理施設では，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料受入れ施設の使用済燃料

受入れ設備の燃料仮置きピット並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料貯蔵施

設の使用済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット（以下「燃料貯蔵プール等」と

いう。）からの大量の水の漏えいその他の要因により当該燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下し

た場合（以下，大規模漏えい時という。），可搬型スプレイ設備により，燃料貯蔵プール等内の使

用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，できる限り環境への放射性物質の放出を低減するため，

燃料貯蔵プール等全面にスプレイを実施し，ラック及び使用済燃料を冷却する。 

大規模漏えい時の燃料貯蔵プール等の未臨界性評価は，重大事故等対処施設の燃料貯蔵プール

等の冷却等の機能喪失に対処するための設備のスプレイ設備にて，ラック及び使用済燃料を冷却

し，臨界にならないよう配慮したラック形状及び使用済燃料配置において，スプレイや蒸気条件

においても臨界を防止できることを確認するため，燃料貯蔵プール等全体の水密度を一様に 0.0

～1.0g/cm3 まで変化させた条件で実効増倍率の計算を行う。ここでは，燃料貯蔵プール等内に使

用済燃料が満たされた場合の未臨界性評価結果を示すことにより，大規模漏えい時においても臨

界を防止できることを確認する。 

1.2. 臨界計算体系について 

計算体系は，再処理施設の燃料貯蔵プール等の実形状を模擬した 3 次元未臨界性評価体系とす

る。貯蔵する使用済燃料は，各領域で貯蔵可能な最も反応度の高い使用済燃料を当該領域の全て

のラックに貯蔵することを想定する。未臨界性評価に用いる BWR 燃料及び PWR 燃料仕様を第

1.2-1 表及び第 1.2-2 表に示す。また，未臨界性評価体系の垂直方向及び水平方向は構造物による

中性子反射効果を考慮し，燃料有効長上下部及び側面は低水密度状態においても，十分な中性子

の反射効果が得られる厚さ（中性子反射効果が飽和する厚さ）である 300mm の水反射と仮定す

る。 

1.3. 使用コードについて 

BWR 燃料では GAM，THERMOS 相当コード，PWR 燃料では輸送計算コード LEOPARD を

使用して燃焼計算を実施し，所定の残留濃縮度時点でのウラン・プルトニウムの同位体組成を算

出し，3 次元モンテカルロ計算コード KENO-Ⅵまたは KENO-Ⅴ.ａを内蔵した SCALE ver.6.0

を使用して実効増倍率を計算した。 

SCALEシステムは米国オークリッジ国立研究所（ORNL）により米国原子力規制委員会（NRC）

の原子力関連許認可評価用に作成されたモンテカルロ法に基づく３次元多群輸送計算コードであ

り，米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用されている。 

1.4. 不確定性について 

以下の計算条件は公称値を使用し，正負の製作公差を未臨界性評価上厳しくなる側に不確定性と

して考慮するものである。 
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(a) ラックの内のり 

(b) ラックの厚さ 

(c) ラックの中心間距離 

(d) ラック内での使用済燃料が偏る効果（ラック内燃料偏心） 

 

2. 臨界安全解析結果 

燃料貯蔵プール等のうち，最も実効増倍率が高い結果となった燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）

を代表として計算条件及び計算結果を示す。また，その他の燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用），燃料貯蔵プール（BWR 燃料及び PWR 燃料用）及び燃料送出しピットについて

は，計算結果を示す。 

 

2.1. 燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）の計算条件 

燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）の計算条件は以下のとおりである。 

(a) 燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）に収納される使用済燃料の残留濃縮度は以下のとおりとす

る。 

ラック 使用済燃料 残留濃縮度 

低残留濃縮度燃料貯蔵ラック PWR 燃料 2.0wt% 

 

(b) 使用済燃料は残留濃縮度に対応して，燃焼により生じたプルトニウムを考慮する。  

(c) 燃料有効長は，PWR 燃料の公称値 3,648mm から延長し，3,660mm とする。 

 

本計算における計算体系を第 2.1-1 表，第 2.1-1 図及び第 2.1-2 図に示す。 

 

2.2. 燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）の計算結果 

計算結果を第 2.2-1 表及び第 2.2-1 図に示す。第 2.2-1 図のとおり，純水冠水状態から水密度の

減少に伴い低水密度領域で実効増倍率に極大値が生じる。実効増倍率は最も厳しくなる低水密度

状態（水密度 0.24g/cm3）で 0.9181 となり，これに不確定性を考慮しても 0.940 となり，実効増

倍率 0.95 以下を満足している。 

 

2.3. 燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）以外の計算結果 

燃料仮置きピットの計算結果を第 2.3-1 表及び第 2.3-1 図に示す。 

燃料貯蔵プール（BWR 燃料用）の計算結果を第 2.3-2 表及び第 2.3-2 図に示す。 

燃料貯蔵プール（BWR 燃料及び PWR 燃料用）の第 2.3-3 表及び第 2.3-3 図に示す。 

燃料送出しピットに BWR 燃料用バスケットを配置した場合の計算結果を第 2.3-4 表及び第 2.3-4

図に示す。 

燃料送出しピットに PWR 燃料用バスケットを配置した場合の計算結果を第 2.3-5 表及び第 2.3-5

図に示す。 
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いずれのピット及びプールにおいても，不確定性を考慮しても実効増倍率 0.95 以下を満足してい

る。 
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第 1.2-1 表  BWR 燃料仕様 

燃料型式（集合体配列） 
BWR-3 

（新型 8×8 燃料） 

燃料棒ピッチ (mm) 16.3 

ペレット密度 (%TD) 95 

被覆管外径 (mm) 12.3 

被覆管厚さ (mm) 0.86 

ペレット直径 (mm) 10.3（注） 

燃料有効長 (mm) 3,708 

燃料集合体 

燃料棒配置 
－ 

 

Ｗ

Ｗ

 

 

 ウラン燃料棒セル 

 ウォーターロッドセル 
 

チャンネルボックス － チャンネルボックス付 

（注）：評価では被覆管内径での値とする。 
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第 1.2-2 表  PWR 燃料仕様 

燃料型式（集合体配列） 
PWR-4 

（15×15 型燃料） 

燃料棒ピッチ (mm) 14.3 

ペレット密度 (%TD) 95 

被覆管外径 (mm) 10.72 

被覆管厚さ (mm) 0.62 

ペレット直径 (mm) 9.29  

燃料有効長 (mm) 3,660（注） 

燃料集合体 

燃料棒配置 
－ 

 

 
 

 ウラン燃料棒 

 炉内計装案内シンブル 

 制御棒案内シンブル 
 

（注)：燃料仮置きピット及び燃料貯蔵プール（BWR 燃料用及び PWR 燃料用）の評価では

3,708mm とする。 
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第 2.1-1 表  燃料貯蔵プール(PWR 燃料用)のラック仕様 

残留濃縮度

（wt%） 
ラック

構成要素
材質

ラック

中心間距離

（mm） 

ラック

厚さ

（mm） 

ラック

内のり

（mm） 

低残留濃縮度

PWR 燃料 

貯蔵ラック

2.0 角管 SUS    

：については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.1-1 図 燃料貯蔵プール(PWR 燃料用)の未臨界性評価の計算体系 
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第 2.1-2 図 燃料貯蔵プール(PWR 燃料用)の未臨界性評価の計算体系 

（低残留濃縮度 PWR 燃料貯蔵ラック部拡大） 

ラック中心間距離 mm

ラック厚さ mm

ラック内のり mm

PWR 燃料(2.0wt%)

：については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.2-1 表 燃料貯蔵プール(PWR 燃料用)の臨界安全解析結果 

評価結果（注） 評価基準 

実効増倍率 0.940 (0.9181) ≦0.95 

（注）不確定性を含む。( )内は不確定性を含まない値。 

第 2.2-1 図  実効増倍率と水密度の関係 

（燃料貯蔵プール(PWR 燃料用)） 
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実
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倍
率

水密度（g/cm3）

0.9181 

(0.940)括弧内は不確定性を含んだ値 

183



第 2.3-1 表 燃料仮置きピットの臨界安全解析結果 

評価結果（注） 評価基準 

実効増倍率 0.911 (0.8965) ≦0.95 

（注）不確定性を含む。( )内は不確定性を含まない値。 

第 2.3-2 表 燃料貯蔵プール(BWR 燃料用)の臨界安全解析結果 

評価結果（注） 評価基準 

実効増倍率 0.900 (0.883) ≦0.95 

（注）不確定性を含む。( )内は不確定性を含まない値。 

第 2.3-3 表 燃料貯蔵プール(BWR 燃料用及び PWR 燃料用)の臨界安全解析結果 

評価結果（注） 評価基準 

実効増倍率 0.940 (0.9155) ≦0.95 

（注）不確定性を含む。( )内は不確定性を含まない値。 

第 2.3-4 表 燃料送出しピットに PWR 燃料用バスケットを配置した場合の臨界安全解析結果 

評価結果（注） 評価基準 

実効増倍率 0.929 (0.9050) ≦0.95 

（注）不確定性を含む。( )内は不確定性を含まない値。 

第 2.3-5 表 燃料送出しピットに BWR 燃料用バスケットを配置した場合の臨界安全解析結果 

評価結果（注） 評価基準 

実効増倍率 0.908 (0.886) ≦0.95 

（注）不確定性を含む。( )内は不確定性を含まない値。 
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第 2.3-1 図  実効増倍率と水密度の関係（燃料仮置きピット） 

第 2.3-2 図  実効増倍率と水密度の関係（燃料貯蔵プール(BWR 燃料用)） 
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：については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.3-3 図  実効増倍率と水密度の関係（燃料貯蔵プール（BWR 燃料用及び PWR 燃料用）） 

第 2.3-4 図  実効増倍率と水密度の関係 

（燃料送出しピットに PWR 燃料用バスケットを配置した場合） 
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(0.940)括弧内は不確定性を含んだ値 

0.9050 

(0.929)括弧内は不確定性を含んだ値 

：については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.3-5 図  実効増倍率と水密度の関係 

（燃料送出しピットに BWR 燃料用バスケットを配置した場合） 
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：については商業機密の観点から公開できません。
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燃料貯蔵プール等の監視について 

 

１．通常時の監視項目の概要 
  通常時における燃料貯蔵プール等に関連するパラメータの監視についての概要を下表に示す。 

第１表 通常時における燃料貯蔵プール等に関連するパラメータの監視項目 
項目 監視対象 監視方法 確認頻度 異常発生に伴う警報確認 備考 

燃料貯蔵プール水位 ・燃料貯蔵プール水位 パラメータ確認 1 回／時間 ・水位高／低の警報発報時 

（燃料貯蔵プール水位） 

燃料貯蔵プール出口配管水位低によ

るポンプ停止インターロックあり 

燃料貯蔵プール温度 ・燃料貯蔵プール温度 パラメータ確認 1 回／時間 ・温度高の警報発報時 

（燃料貯蔵プール温度） 

 

プール水冷却系の運転状態 ・プール水冷却系ポンプ 

・プール水冷却系ポンプ出口

流量 

・安全系監視制御盤 

・460V 非常用母線 

パラメータ確認 

現場状態確認 

1 回／日 ・系統故障警報等の発生時  

安全冷却水系の運転状態 ・冷却水循環ポンプ 

・冷却水循環ポンプ出口流量 

・膨張槽水位 

・冷却塔 

・安全系監視制御盤 

・6.9kV 非常用母線 

パラメータ確認 

現場状態確認 

1 回／日 ・系統故障警報等の発生時 ・膨張槽水位低、膨張槽出口配管水

位低またはポンプ入口圧力低によ

るポンプ停止インターロックあり 

補給水設備の運転状態 ・補給水設備ポンプ 

・補給水槽水位 

・460V 非常用母線 

・安全系監視制御盤 

パラメータ確認 

現場状態確認 

1 回／日 ・系統故障警報等の発生時 ・補給水槽水位低によるポンプ停止

インターロックあり 

燃料貯蔵プール等からの漏え

いの有無 

・燃料貯蔵プール等の漏えい

検知計器 

現場状態確認 1 回／日 ・燃料貯蔵プール等の漏えい検知の警報

発報時 

 

燃料貯蔵エリアの線量率 ・γ線エリアモニタ パラメータ確認 1 回／直 ・γ線エリアモニタ高警報の発報時  
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図リスト 

第１図 系統概要図 

第２図～第５図 アクセスルート 

第６図～第 13図 建屋内ホース等敷設ルート図 

第 14図～第 19 図 溢水ハザードマップ 

第 20図～第 25 図 化学薬品ハザードマップ 

第 26図～第 37 図 火災ハザードマップ 
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第１図　代替補給水設備（注水）による注水　系統概要図

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

（建屋境界） 

燃料貯蔵プール等 

第１貯水槽又は第２貯水槽 

可搬型中型 

移送ポンプ 

可搬型建屋内ホース 可搬型建屋外ホース 
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第２図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」のアクセスルート 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（南ルート）（地上１階） 

  

操作場所 
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第３図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」のアクセスルート 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（南ルート）（地上２階） 
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第４図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」のアクセスルート 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（北ルート）（地上１階） 

  

操作場所 
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第５図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」のアクセスルート 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（北ルート）（地上２階） 
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凡例

：可搬型建屋内ホース（150A)

第６図 可搬型補給水設備（注水）の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（北ルート） 
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凡例

：可搬型建屋内ホース（150A)

 

第７図 可搬型補給水設備（注水）の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（南ルート） 
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指

指
モ

指

可搬型空冷ユニット

指

指

モ

指

凡例

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ

：可搬型燃料貯蔵プール温度計

：可搬型燃料貯蔵プール水位計

：可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ（表示部）

：可搬型燃料貯蔵プール温度計（表示部）

：可搬型燃料貯蔵プール水位計（表示部）

：可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計（表示部）

第８図 燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（北ルート）

（水位計，温度計，状態監視カメラ及び空間線量率計）
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指

モ 指

指

指

指

モ

指

凡例

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ

：可搬型燃料貯蔵プール温度計

：可搬型燃料貯蔵プール水位計

：可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ（表示部）

：可搬型燃料貯蔵プール温度計（表示部）

：可搬型燃料貯蔵プール水位計（表示部）

：可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計（表示部）

可搬型空冷ユニット

第９図 燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（南ルート） 

（水位計，温度計，状態監視カメラ及び空間線量率計）
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指

電

指

凡例

：可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）（表示部）

電 ：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
　可搬型発電機

：可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）

可搬型空冷ユニット

 

第 10図 燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（北ルート） 

（水位計（広域）） 
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指 電

指

凡例

：可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）（表示部）

電 ：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
　可搬型発電機

：可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）

可搬型空冷ユニット

 

第 11図 燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（南ルート） 

（水位計（広域）） 
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凡例

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ

：可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計

：冷却装置

：可搬型空冷ユニット用空気圧縮機

：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機

：空気槽

バ ：バルブユニット

：可搬型空冷ユニット用ホース

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース　及び
　可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケース

可搬型空冷ユニット

第 12図 燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（北ルート） 

（可搬型空冷ユニット等）
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：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機
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：可搬型空冷ユニット用ホース

：可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース　及び
　可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケース

第 13図 燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内配置図（南ルート） 

（可搬型空冷ユニット等）
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第14図　溢水ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下３階）
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第15図　溢水ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下２階）
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第16図　溢水ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下１階）
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第17図　溢水ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上１階）
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第18図　溢水ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上２階）
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第19図　溢水ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上３階）
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第20図　化学薬品ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下３階）

211



第21図　化学薬品ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下２階）
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第22図　化学薬品ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下１階）
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第23図　化学薬品ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上１階）
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第24図　化学薬品ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上２階）
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第25図　化学薬品ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上３階）
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第26図　機器による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下３階）
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第27図　機器による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下２階）
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第28図　機器による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下１階）
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第29図　機器による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上１階）
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第30図　機器による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上２階）

221



第31図　機器による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上３階）
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第32図　可燃性物質による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下３階）
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第33図　可燃性物質による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下２階）

224



第34図　可燃性物質による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地下１階）
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第35図　可燃性物質による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上１階）
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第36図　可燃性物質による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上２階）
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第37図　可燃性物質による火災ハザードマップ　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（地上３階）
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